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序章  戦後日本社会における若年者のキャリアの構造変化  
 






























1  若年雇用問題の社会問題化  
 

























ことが多かったといえる（原  1979; 菅山  2000）．  










図 0.1 は， 1960 年代から 2012 年までの常用労働者の有効求人倍率の推移
をグラフに表したものである．全体での求人倍率は周期的に上下しながら推
移しているが， 1980 年代までは高い時期には 1 倍を大きく超える．年齢層
別の有効求人倍率の情報には 1990 年以降からしかアクセスできないが， 90

















図 0. 1 有効求人倍率の推移  
（出所：厚生労働省「一般職業紹介状況」時系列データより筆者作成）  
 



















































2  若年雇用問題の構造的背景と問題設定  
 
2.1  産業構造・職業構造の変動  
 
 それでは，労働市場の構造が現在にかけてどのように変化してきたのかを，
マクロデータから概観したい．図 0.5 と図 0.6 は，「就業構造基本調査」より
産業別労働者割合を正規雇用，非正規雇用ごとに集計したものである．図
0.5 は男性，図 0.6 は女性の結果である．ここで，正規雇用は雇用労働者の
うちの「正規の職員・従業員」，非正規雇用は雇用労働者のうちのそれ以外
の働き方として定義している．ここでは，特に年齢層は限定していない．  















図 0. 6 雇用形態別産業構成（女性）  
（出所：厚生労働省「就業構造基本調査」より筆者作成）  
 






























社員の労働時間短縮と周縁労働力が柔軟に利用されてきたのである（ Imai  
2011;  太田  2012）．  
 
 






図 0. 8 雇用形態別職業構成（女性）  
（出所：厚生労働省「就業構造基本調査」より筆者作成）  
 
2.2  若年者の雇用機会の状況  
 




するのは学歴である．図 0.9 は，中等後教育進学率の推移を示す図である 6 )．
専修学校（専門学校）までを含めた中等後教育進学率は 2000 年には 7 割，






図 0. 9 中等後教育進学率の推移（過年度卒業者含む）  
（出所：広島大学高等教育研究開発センター「高等教育統計データ集」より筆者作成）  
 


















  2 つ目は，学歴や性別といった属性による正規雇用労働者割合の違いで
ある．女性に関して割合がより低いのは，結婚，出産，育児等によって周縁
化しやすいためだと考えられる．また，学歴間の差も顕著である．男性につ











H9 H14 H19 H24 H9 H14 H19 H24
２５～２９歳 74.2% 63.3% 56.6% 48.4% ２５～２９歳 42.2% 29.7% 24.3% 18.2%
３０～３４歳 73.4% 68.7% 60.0% 55.0% ３０～３４歳 36.8% 28.9% 22.1% 19.4%
３５～３９歳 71.8% 70.2% 59.5% 59.1% ３５～３９歳 38.4% 30.4% 22.7% 20.7%
H9 H14 H19 H24 H9 H14 H19 H24
２５～２９歳 91.4% 87.7% 78.9% 74.4% ２５～２９歳 68.1% 55.9% 44.2% 42.9%
３０～３４歳 92.5% 91.8% 86.7% 82.0% ３０～３４歳 54.3% 46.8% 40.7% 38.8%
３５～３９歳 91.5% 94.0% 89.7% 87.0% ３５～３９歳 44.6% 39.5% 36.7% 36.6%
H9 H14 H19 H24 H9 H14 H19 H24
２５～２９歳 79.1% 79.1% ２５～２９歳 67.1% 65.7%
３０～３４歳 88.8% 86.0% ３０～３４歳 57.8% 62.1%
３５～３９歳 90.3% 88.8% ３５～３９歳 49.9% 54.2%
H9 H14 H19 H24 H9 H14 H19 H24
２５～２９歳 93.2% 89.4% 81.4% 83.2% ２５～２９歳 78.1% 68.6% 62.3% 62.7%
３０～３４歳 92.2% 93.7% 91.1% 86.3% ３０～３４歳 66.2% 62.0% 56.1% 55.6%
３５～３９歳 90.7% 95.0% 90.8% 91.7% ３５～３９歳 54.0% 52.9% 49.1% 47.2%
H9 H14 H19 H24 H9 H14 H19 H24
２５～２９歳 94.0% 91.1% 87.9% 86.4% ２５～２９歳 80.6% 74.0% 72.2% 76.8%
３０～３４歳 93.6% 95.8% 92.7% 90.3% ３０～３４歳 76.2% 73.0% 67.7% 66.1%









が得られる．年齢層は 5 歳刻みとなっているので，5 年後の次の年齢層と比
較することで，同一年齢コーホートの変化をみることができる（例：平成 9










2.3  若年者の雇用に関する政策の状況  
 







































（ Public  Employment  Service）と失業者への所得補償に対してである．具体
的には，前者はハローワーク等の公共職業紹介機関でのサービス，後者は雇
用保険が挙げられるだろう．公共職業サービスについては， 1990 年時点で







表 0. 2 労働市場政策支出の対 GDP 比（ %）  
 
















極的とは言い切れないことは，表 0.2 が示すとおりである．  
1990 1995 2000 2005 2010
日本 公共職業サービス（PES） 0.27 0.25 0.21 0.11 0.05
職業訓練 0.03 0.03 0.04 0.04 0.07
雇用インセンティブ 0.02 0.03 0.03 0.07 0.10
失業者への所得補償 0.31 0.39 0.56 0.38 0.35
ドイツ 公共職業サービス（PES） 0.18 0.21 0.23 0.30 0.38
職業訓練 0.35 0.45 0.50 0.27 0.31
雇用インセンティブ 0.06 0.07 0.08 0.05 0.09
失業者への所得補償 0.98 2.04 1.89 1.98 1.27
韓国 公共職業サービス（PES） 0.02 0.03 0.02
職業訓練 0.07 0.04 0.07
雇用インセンティブ 0.01 0.02 0.02
失業者への所得補償 0.08 0.20 0.34
スウェーデン 公共職業サービス（PES） 0.24 0.30 0.24 0.22 0.30
職業訓練 0.54 0.55 0.64 0.20 0.09
雇用インセンティブ 0.39 0.67 0.46 0.45 0.45
失業者への所得補償 0.80 2.27 1.29 1.28 0.80
アメリカ 公共職業サービス（PES） 0.06 0.05 0.04 0.03 0.04
職業訓練 0.10 0.07 0.06 0.05 0.04
雇用インセンティブ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01




































































図 0. 10 本研究における問いの設定  
 


















4 本研究の構成  
 










うになるとみなす向きが強い（雇用促進事業団  1979）． 40 歳時職を職業的
キャリアの到達点としてみなした分析がこれまでなされてきたことをふま
え，本研究では初職入職から 40 歳時までを若年キャリアとする 1 0 )．  
 
4.2 各章の構成  
 















ら，説明的枠組みへと分析枠組みを展開することが第 2 章の目的となる．  
 
 
図 0. 11 本研究の構成図  
 
















を，第 4 章では目的としている．  

















4.3 使用データ  
 













 もう 1 つは，「社会階層と社会移動全国調査」（通称 SSM 調査）である 1 2 )．










1) この点に関する歴史的整理は，菅山（ 2000）などを参照のこと．  
2) 実際に，人々の「中意識」が 1970 年代に拡大してその後安定的に推移し
ていることが， SSM 調査などの結果から明らかにされている（原・盛山  
1999; 白波瀬  2012）．  
3) 内部労働市場とは，組織内の管理規制により地位・報酬が労働者に配分さ



















































者のことである（梅村  1971; 小野  1981）．  
6)  データは，広島大学高等教育研究開発センターウェブサイト中の，「高等
教育統計データ集」のページからダウンロードした．最終ダウンロード日
2013 年 11 月 13 日．（http:/ /rihe.hiroshima-u.ac .jp /data_category.php） 
7)  先行研究では高学歴化に伴う学歴の効用低下に対して反証を示すものも




8) 文部科学省ウェブサイトより引用．最終確認日 2013 年 12 月 17 日．  
（http:/ /www.mext.go.jp/a_menu/ikusei /wakamono/）  
9) データの出所は OECD Statistics のウェブサイトである．  
10) 利用データの関係上，年齢の範囲が多少前後することがあることを予め断
っておきたい．  





12) 1995 年 SSM 調査データ，および 2005 年 SSM 日本調査データの利用に
24 
 










第 1 部 若年者のキャリア移動構造をとらえる概念の再検討 
26 
 
第 1 章  キャリア移動研究の枠組みと理論的課題  
 






























研究における分析枠組みは，本章の第 5 節で議論する．  
 以上簡単に述べたが，（世代内）キャリア移動には理論，実証の両面で体
系的な枠組みが存在するわけではない．そのような問題がありながらも本稿


































2 キャリア移動および関連する諸概念  
 























経済的地位の移動を指す概念として用いたい 4 )．  
 

















































































3 構造的アプローチの枠組み  
 

















より生産性が高く，複雑な状況にも対応できるスキルを持っている．   
そして，そのような高いスキルを持つ者ほど労働市場では高く評価されるた





























































































3.2 構造変数として何が考えられてきたか  
 
以上の議論を通じて，構造的アプローチでは個人のキャリア移動の決定過


























































































の余地があるが 1 8 )．しかし，従業上の地位の間でキャリア移動機会の格差
が生じているか否かは，雇用制度や雇用慣行の在り方に依存するところが大
きい．たとえば Blossfeld et  al .  eds（ 2008）では，アメリカやイギリスのよ
うな自由主義的でフルタイム労働者であっても解雇・レイオフのリスクが高
いような労働市場構造下では，ドイツなどの保護的な労働市場に比べて雇用


























の二重構造（Core sector と Peripheral  sector）を因子分析により導出し，そ
の上で賃金やキャリア移動機会の分析を行う研究は存在する（Tolbert  et  al .  
1980; Jacobs and Breiger 1988）．ただし， Tolbert らのアプローチで析出され
る労働市場の二重性は，結局大企業と中小企業の違いに帰結されると言えな
くもなく，産業を用いるからこそ得られる理論的含意があるというには疑問
が残る 2 0 )．  
他には，経験的に各産業規模の拡大・縮小の度合いを求め，それを Labor  









が 1 つの有用なアプローチであると思われる．  
 


































いる（ Fligstein 1996）．  
 家族的要因に関しては，労働経済学分野でも「家族の経済学」が存在する











とを指摘する研究もある（Burt 1992=2006）．  
 










4.1 職業移動の分析  
 
 ここでは，狭義の職業移動（本人が従事する仕事の変化）を中心に取り扱
う 2 2 )．世代内職業移動の分析においては，初職・現職間移動表の分析が最
も基本的な手法とされる．  








が見られるものの，基本的には類似しているといってよいだろう（原  1979,  




な移動経路を有している（雇用促進事業団職業研究所編  1979）．  
 以上のような世代内移動を，世代間移動，教育達成の枠組みと同時に検討






→現職という経路が主要であることが見出されている（富永・安藤  1977; 原  















がみられるとともに，労働市場の近代化 2 4 )が進むほど上昇移動，水平移動，
下降移動のすべての種類において移動が生じやすくなることが明らかにさ




















されている（中澤  2011a; 渡邊  2011）．その傾向のなかで，いかにして非正
規雇用から「脱出」するかという点についても研究がなされている．多くの
実証研究は１年間でのキャリア移動を扱っており，自己啓発とよばれる自発









り，1 つは労働参加を促す積極的な政策の次元であり，もう 1 つは雇用保護










図 1. 1 労働市場の分類枠組み  
（Bukodi  et  al .(2008)の Figure1.1 をもとに筆者作成）  
 











見が，Blossfeld et  al . (2008)の実証研究を通じて見出されている．Blossfeld
らのグループ以外にもドイツ，イタリア，イギリスを対象とした研究がなさ










































































































5.1 労働市場の二重構造論  
 
5.1.1 理論的枠組み  
 労働市場の二重構造論（ dual  labor market theory）は，労働市場のなかで
生じる格差を記述する上で有用な枠組みである．二重構造論のエッセンスは，
労働市場が一次労働市場（ primary labor  market）と二次労働市場（ secondary 
labor market）によって構成されているという考え方である（Doeringer and 












































































































































5.2 移動レジーム論  
 
5.2.1 理論的枠組み  
 労働市場の二重構造論は，主に労働経済学において提唱されてきた理論的
枠組みである．一方，社会学においても労働市場構造を説明するための枠組
みが議論されている．それは移動レジーム論（mobili ty regime theory）と呼






着目することである．DiPrete  et  al .（ 1997）では（ 1）雇用創出の制約の度合
い，（ 2）雇用保護の程度，（ 3）積極的労働市場政策，（ 4）失業者への手当て，


























 DiPrete  et  al .（ 1997）は，アメリカ，ドイツ，スウェーデン，オランダの
データの分析を通じて，労働市場構造を大きく集合主義（ col lectivism）・個









et  al .（ 1997）で検討された要因は学歴であるが，学歴が高いほど流動性は低
く安定的にキャリアを蓄積することになる．さらに，内部労働市場のなかで
も学歴が高いほど移動の機会が多い．個人が保有する様々な社会的，経済的



















































外部労働市場でのキャリアの調整仮説の 2 つである．  
 
5.3.1 若年労働市場の分断仮説  



































































する 1990 年代以降の若年労働市場の構造に関する問いと仮説を設定した．  












































































































して概念化されている（Bourdieu and Passeron 1970=1991）．そして，文
化資本の存在が社会的な交際の機会（社会関係資本）を規定し，社会経
済的地位達成の機会（経済資本）に影響するという因果のつながりが議
論されている（Bourdieu 1986）．  




































トカラー職の増大などを反映している（Blossfeld 1986:  216）．  
25) そもそも正社員の離転職率の高い業種（飲食業，宿泊業など）では，








第 2 章  キャリア移動における社会ネットワークの理論  
 





を中心に数多くなされており，レビュー論文も存在する（Granovetter  1982;  






































































移性（ t ransit ivity）である．  
 同類性とは，関係が取り結ばれる行為者同士は属性や価値観などの個人的
特性に関して類似するという意味である（Lazarsfeld and Merton 1954）．行為
者Aと行為者Bの間に友人・知人関係が形成される背景には，両者が何らか
の特性を共有しているからであると仮定する 2 ) ．いわば，「類は友を呼ぶ」
という性質である．  
 推移性は，「友人の友人はまた友人」とも表現できる性質を意味している．
すなわち，行為者 A と行為者 B，そして行為者 A と行為者 C の間に社会関
係が存在する場合，行為者 A と C の間にも同様の関係が生じている蓋然性
が高いという意味である（金光  2003: 64）．それは，A と B，A と C の関係
が同類性によって形成されたものであるならば，B と C もまた類似の個人的
特性を有し，同類性原理により関係が形成されると考えられるからである． 
 同類性と推移性という 2 つの概念から導出されえないのが「禁じられた三
角形」（ Forbidden Triad）である（Granovet ter  1973）．禁じられた三角形は，
図 2.1 のような形状をとる．つまり，行為者 A と B，A と C の間には社会関





















めである．再び図 2.2 について検討してみよう．図 4.2 では行為者 A と B の
間には親しい関係（強い紐帯）が存在するが，A と C の関係はそれに比べて
弱い．同類性の観点からは，A と B の類似性は高いが，A と C の類似性は低
いということになる．この場合，B と C の間には関係は生じず，C が属して







 構造的空隙が三者関係の中に存在する場合，図 2.2 でいえば，行為者 B と
C は異質な他者同士である可能性が高い．そのような行為者同士との間に社































































































































についても考慮できていない 3 ) ．ただし，厳密なメタ分析を応用するには，
社会ネットワークの特性を示す変数がそれほど標準化されていないことな
ど様々な問題もあるため，今後の課題となる．  














































（McDonald et  al .  2009）．類似の結果はベルギーで行われた調査でも確認さ










































者のキャリアを分析した Seibert  et  al .（ 2001）においても報告されている．
Seibert  et  al .  (2001）は紐帯の強さとパーソナルネットワークが開放的か否か
と満足度との関係を検討しており，弱い紐帯や開放的なネットワークを有し
ている場合，仕事に関して支援を受けられるような状況にあるため，高い満
足度につながるというメカニズムがあると報告している．Seibert  et  al .（ 2001）
は転職という文脈ではないが，ネットワークが資源として機能しているとい
う点では社会ネットワーク論的アプローチの仮説に沿った結果を示してい















いが，石田・小林（ 2011）は 2005 年 SSM調査データの分析を通じ，「良い仕
事が見つかったから」という理由で転職する際には血縁関係を通じて仕事を
見つける傾向があることを見出した．血縁関係は強い紐帯の代理指標として


















































ある（ Lin 1999:  468）．  
 ただし，社会ネットワークと地位達成の関連に対する関心はそれ以前から













































紐帯の直接効果の両方が報告された（ Lin et  al .  1981）．その後の研究でも，
弱い紐帯が高い賃金や昇進可能性の高さに結びつくことを報告する研究や
（ Seibert  et  al .  2001），開放的なパーソナルネットワークが地位達成に寄与す
る結果が示されている（Erickson 2001）．  
 近年の研究では職探しをせずに職を見つけられる（Non job search）こと
についての検討も進められている．これは，職探しをせずに職を見つけられ
る背景では社会ネットワークが作用しているという Granovetter
（ 1974[1995]=1998）の知見にもとづく．Non job search について検討してい
る先行研究は，賃金や SEI に対してポジティブな効果があることを明らかに
している（Mouw 2002; McDonald  2005;  McDonald  and Elder  2006）．ただし，
Non job search によるポジティブな効果はキャリアの段階（McDonald 2005; 




る研究が多い．先に挙げた Lin et  al .（ 1981）はその例であり，Detroit  Area Study
のデータを分析した Campbell  et  al .（ 1986）でも同様の結果が報告されてい
る．その後，コンタクトの地位と本人の職業的地位達成の関連を検討する先
行研究が断続的に蓄積されているが，その多くは正の関連を繰り返し報告す
るものである（Wegener 1991; Lin et  al .  2001; Flap and Boxman 2001; Lin and 





るものであるが，逆の結果を報告する研究も存在する．Bian (1994) は，1980 
年代後半の中国の労働市場における社会ネットワーク（Guanxi-Network，
Guanxi  は「関係」）の効果を検討している．Bian (1994)  によると，紐帯の
強さは地位達成とは関連がない．むしろ，コンタクトの地位が重要であり，
高い地位についているコンタクトを通じて入職する場合，本人の地位も高く
なる (Bian 1994: 109)．また，転職する場合には人的なつながりを通じたほう
が，前職よりもより高い地位に移動する．  










































































トの地位は影響しないという報告が多い（蔡・守島  2002; 中尾  2000）．一
方，社会ネットワークの効果が観察されないとする知見は，欧米のデータで
も得られている．その多くはコンタクト利用が地位達成には無効果であると





Portugal 2002; Franzen and Hangertner 2006）．別の研究では，弱い紐帯を利用
する結果低賃金の職に至る結果も示されている（Matthews et  al .  2009）．この
ような結果が得られる背景には，ネガティブセレクションの影響があると推
























































































5 若年労働市場で作用する社会ネットワークメカニズム  
 
5.1 社会ネットワークは重要なのか  
 










は 2 点挙げられる．  
 
5.1.1 外部労働市場の不確実性  





























求職者に関する結果（表 2.1）をみると，平成 10 年（ 1998 年）から平成
18 年（ 2006 年）までの間に，インターネットと民間の職業紹介機関を利用
した求職活動が大きく増加している．民間の紹介機関の利用割合が拡大した
のは，職業安定法の改正により，民間企業などにも職業斡旋業務が認められ




































































1998年 20～29歳 41.5 5.3 1.7 31.4 26 3.1 3 31.8 8.2
30～39歳 38.1 7.3 2.9 26.3 27 4.1 5.1 37.1 9.4
2006年 20～24歳 57.8 15.1 13.2 2.6 1.4 23.0 6.5
25～29歳 41.8 27.1 20.2 1.8 4.7 24.6 7.1
30～34歳 37.0 23.0 17.1 1.5 3.7 30.1 7.9





















求職者の場合と同様，1998 年から 2006 年にかけてのインターネット，民
間の紹介機関利用の拡大が著しい．しかし，それが顕著であるのは一般に大
企業と呼ばれる 300 人以上，あるいは 1000 人以上の企業の場合である．2006
年調査では新たに「会社説明会」という項目も追加されているが， 1000 人


































































平成10年 1000人以上 47.4 7 4.4 49.3 48.4 16.5 9.2 34.8 12.1
500～999人 67.4 17.9 3.7 49.9 39.2 8.2 9.9 24.7 9.1
300～499人 69.9 7.8 3.3 45.4 37.8 10.7 15.3 30.5 3.9
100～299人 70.4 7.9 3 33.8 43.3 5.8 10.3 44.5 3.6
30～99人 77 9.6 2.1 33 38.2 5.9 10.2 46.3 6.3
平成18年 1000人以上 45.7 44.6 75.3 8.2 13.4 24.9 26.7 11.3
300～999人 59.4 33.3 53 6.2 15.4 36.2 14 10.9
100～299人 70.6 24 36.9 5.9 11.7 38.4 7.3 7.5

































































5.2 どのような社会ネットワーク特性が重要なのか  
 















う見方は，日本の社会学においては通説になりつつある（大岡  2012; 渡邊  
2012）．実証研究においても，強い紐帯が重要であるという知見が主要であ
る（渡辺  1991; 石田  2009a;  石田・小林  2011）．アジア社会に視野を広げれ
ば，地位達成に対する社会ネットワークの効果とは，人事に影響力を持つ相
手にアクセスできること，すなわち権力の間接利用であるため，相互の信頼

















































前提 1： 1990 年代以降の若年労働市場は流動化し，不確実性が高まった．  
前提 2：不確実性の高い状況では，情報獲得が上昇移動機会に強く影響する．  

































































端的にまとめたものが，図 2.4 である．  
 

















部第 3 章と第 3 部第 7 章での実証分析と関連する．  
 


































































（ 2001），金光（ 2003），若林（ 2008）らの解説を参照されたい．  
2) 実証研究でも，社会関係の形成に同類性がみられることは明らかにされ
ている（ Feld 2010）．  
3) Publication Bias（出版バイアス）は，仮説に対して否定的な結果が出た
研究は発表されにくいというものであり，疫学研究等においてメタ分析















社会と比べても日本的であるといわれている（濱口  2012）．  
7) 有料職業紹介事業者の扱える分野が 2000 年頃から拡大し，これらを利
用した求職活動も増えた．民間の職業紹介事業者を対象とした調査研究
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第 3 章  戦後日本社会における学校から職業への移行過程  
 
1 「ファースト・チャンス」としての学校から職業への移行  
 












ており（富永・安藤  1979; 中尾  2011）．本研究でも第 2 部第 4 章で，初職
の特性がその後の状態にも影響することが確認される．  




的連結」（ insti tutional  l inkage），後者は「準制度的連結」（ semi-insti tutional  
l inkage）と呼ばれることがある（苅谷ほか  1993; Brinton and Kariya 1998）．
これらの学校関係を通じた就職が意味を持つのは，まずもって学校卒業から










 表 3.1 は，初職入職時年齢の平均値を，学歴および初職入職年代ごとに計



















が形成されてきたといえる（野村  2007;  仁田ほか  2008）．それゆえ，初職
入職は若年者の重要な関心事であると同時に，社会全体の関心事であった． 














 図 3.1 は，文部科学省の「学校基本調査」から，高卒者と大卒者に関して
卒業後の進路が進学でも就職でもない者（無業者） 1 ) の割合を時系列で示し
たものである． 2000 年代後半以降，無業者の割合は低下しているが， 2000




になった（粒来  1999; 苅谷ほか  1997）．また，この問題は若年層に一般化
されて「フリーター・ニート問題」として社会問題化し，その定義，対応を
めぐりアカデミズム，ジャーナリズム，政策決定の場で様々な論議が起こっ
た（玄田・曲沼  2006; 本田・内藤・後藤  2006; 稲葉・本田・若田部  2006）．  
 
 






図 3. 2 新卒就職者の 3 年以内離職率の推移（ %）  
（出所：厚生労働省「新規学校卒業者の就職離職状況調査」より筆者作成） 
 




呼ばれ，それぞれ 7 割， 5 割， 3 割の者が 3 年以内に就職先を離職するとい
われている 2 ) ．グラフの推移もほぼ「七五三」に沿ったものであるが，1990

















論」（ inst i tutional  l inkage theory）として理論的枠組みを提唱した研究がある








た（岩永  1983; 苅谷  2000）．  
 新規学卒一括採用慣行の下で，若年者の学校から職業への間断なき移行の
実現に寄与してきたと考えられるのが，学校組織の存在であった．高卒就職






















強みを語る際に言及されてきた（Müller and Shavit  1996）．  
制度的連結論は，高卒就職だけではなく， 1970 年代あたりまでの中卒就
職や，大卒就職にもある程度あてはまるといわれる（苅谷・菅山・石田  2000; 





























































3 制度的連結仮説にもとづく実証分析課題の設定  
 
表 3. 2 本章で検証する問いと仮説  
 
 
















































































4 使用データ  
 
4.1 使用データ  
 
 本章では，3 つの社会調査データを合併して上述の検討課題について計量
分析を行う．それらは， JLPS， 2005 年 SSM データ，そしてこれらに加えて







4.2 使用変数  
 
4.2.1 従属変数  
 本章では， 2 種類の概念について分析を行う． 1 つは初職入職時の社会経
済的地位である．社会経済的地位をどのように捉えるかは様々な方法，測度
がありうる．本章では，使用データで利用可能な変数をできる限り用いるこ
ととし，（ 1）職業的地位，（ 2）従業上の地位（雇用形態），（ 3）従業先規模，
の 3 つを分析する．  

















分析では 29 名以下の規模を「小企業」， 30~299 名の規模を「中企業」， 300
名以上の規模および官公庁を「大企業・官公庁」と区分して分析する．  
 
4.2.2 説明変数  
 本章で着目する説明変数は 2 つである．1 つは入職経路変数，もう 1 つは
入職経路と初職入職時期の交互作用項である．以下，それぞれの変数の操作
化について説明する．  
JLPS， SSM での入職経路変数の対応は表 3.3 に示される通りである．  
 









操作化の手続きをとった 7 ) ．  
 次いで家族・親族関係による就職であるが，これについては 3 つの調査す
1995年SSM 2005年SSM JLPS
学校関係 卒業校・先生 卒業した学校の先輩 卒業した学校の先輩の紹介
卒業校・先輩 卒業した学校や先生の紹介 卒業した学校の先生の紹介
家族・親戚 家族・親戚 家族・親戚の紹介 家族・親戚の紹介




















 もう 1 種類の入職経路と入職時期の交互作用項については， 1950 年代ま











1950 年代入職， 1960 年代入職， 1970 年代入職， 1980 年代入職， 1990 年代



















こととした 9 ) ．  





とができる（原・盛山  1999）．  
 調査データダミー変数は，上述した独立変数ではとらえられない各調査デ
ータの「クセ」のようなものを出来うる限りコントロールするために用いる．
1995 年 SSM 調査データを基準として， 2005 年 SSM 調査データダミー，そ
して 2007 年 JLPS データダミーを用いる．  

























表 3. 4 要約統計量（独立変数） 
 
平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
初職入職年コーホート（対比コーディング）
～1950's vs 1960's 0.83 0.38 0 1 0.87 0.34 0 1
1960's vs 1970's 0.65 0.48 0 1 0.68 0.47 0 1
1970's vs 1980's 0.50 0.50 0 1 0.52 0.50 0 1
1980's vs 1990's 0.33 0.47 0 1 0.33 0.47 0 1
1990's vs 2000's 0.10 0.31 0 1 0.10 0.30 0 1
学校経由入職 0.38 0.48 0 1 0.44 0.50 0 1
家族・親族関係経由入職 0.14 0.35 0 1 0.13 0.34 0 1
友人・知人関係経由入職 0.12 0.32 0 1 0.12 0.32 0 1
入職経路×初職入職年コーホート（～1950's=0～2000's=5とコード化）
学校経由×初職入職年コーホート 0.90 1.50 0 5 1.09 1.55 0 5
家族・親族関係経由×初職入職年コーホート 0.28 0.95 0 5 0.26 0.87 0 5
友人・知人関係経由×初職入職年コーホート 0.24 0.87 0 5 0.25 0.88 0 5
学歴（ref:高校）
小学校・中学校 0.15 0.35 0 1 0.13 0.34 0 1
専門・短大・高専 0.12 0.32 0 1 0.32 0.47 0 1
大学・大学院 0.33 0.47 0 1 0.14 0.35 0 1
15歳時父職威信スコア 51.20 8.92 36.7 90.1 51.09 8.64 36.7 90.1
調査データダミー（ref:1995年SSM）
2005年SSMダミー 0.52 0.50 0 1 0.53 0.50 0 1
2007年JLPSダミー 0.27 0.44 0 1 0.26 0.44 0 1
中学校3年生時成績（ref:上のほう）
やや上のほう 0.20 0.40 0 1 0.22 0.41 0 1
真ん中 0.37 0.48 0 1 0.45 0.50 0 1
やや下のほう 0.15 0.36 0 1 0.13 0.33 0 1
下のほう 0.09 0.28 0 1 0.04 0.19 0 1
中学校に通っていない 0.03 0.18 0 1 0.02 0.15 0 1
無回答 0.02 0.13 0 1 0.03 0.16 0 1
高校タイプ（ref:普通科）
農業・工業・商業・水産 0.29 0.46 0 1 0.15 0.35 0 1
その他学科 0.01 0.08 0 1 0.09 0.28 0 1
高校非進学 0.17 0.37 0 1 0.15 0.36 0 1




表 3. 5 度数分布（従属変数）  
 
 
5 多項ロジットモデルとイベントヒストリー分析  
 












= 𝛽0,𝑛|𝑚 + 𝛴𝑘𝛽𝑘,𝑛|𝑚𝑥𝑘 式 3.1 
 
 上の式で 𝑝𝑛は当該カテゴリの確率，𝑝𝑚はリファレンスカテゴリの確率を意
味する（ Σn𝑝𝑛 + 𝑝𝑚 = 1）．左辺の係数は，リファレンスカテゴリ m に対してカ
テゴリ n が選択される場合の切片と独立変数の効果を意味する． k は，独立
変数のインデックスを示す添え字である．  
多項ロジットモデルでは推定される式（カテゴリ数－ 1）の数だけ独立変
数 お よ び 切 片 の 係 数 が 推 定 さ れ る ． こ こ で 重 要 と な る の が IIA
（ Interdependence from Irrelevant Alternatives）の仮定と呼ばれる前提である．
男性 女性 男性 女性 男性 女性
専門・管理 14.9% 17.9% 正規雇用 82.5% 79.7% ～29名（小企業） 30.5% 29.8%






























ケースの存在するデータは，特に左側打ち切りデータ（ left  censored data）











 基礎分析は，各入職経路が利用されたか否かで 2 つの生存関数を求め， 2
群の生存時間（初職継続期間）に差があるかどうかをログランク検定（ log 


















とになる．これは 𝑝(𝑡𝑗 )と表される（ pはイベントが生起する確率， 𝑡𝑗は「あ




ある．時点 𝑡𝑗から時点 𝑡𝑗+1までの期間におけるハザード比を ℎ(𝑡𝑗 )とすると，  
 
ℎ�𝑡𝑗� = 𝑝�𝑡𝑗�
𝛥  𝑡  式 3.2 
 
と表すことができる．𝛥  𝑡は，時点 𝑡𝑗から次の時点 𝑡𝑗+1までの期間を意味する．
上記の式は，時点 𝑡𝑗から 𝑡𝑗+1までの期間に対する，その期間においてイベン
トが生起する条件付き確率の比である．本章での分析の場合，1年が時間の 1
単位を意味するため，実際には推定値 ℎ(𝑡𝑗 )� は条件付き確率 𝑝(𝑡𝑗 )� と等しくなる





表される 1 2 ) ．Cox比例ハザードモデルでは，  
 
𝐻(𝑡) = 𝐻0𝑒𝑥𝑝(𝑏𝑥) 式 3.3 
𝑙𝑙𝑔𝐻(𝑡) = 𝑙𝑙𝑔𝐻0(𝑡) + 𝑏𝑥 式 3.4 
 







6 分析結果  
 
6.1 入職経路とその結果に関する基礎分析  
 






図 3. 3 学校関係利用の割合  
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ぞれ 1 割程度で推移するといえるだろう．  
 
 



















































図 3. 7 家族親族関係利用と各職種への入職のオッズ比（事務職基準）  
 
 













































図 3. 9 学校関係利用と各雇用形態の関連のオッズ比（正規雇用基準）  
 
 
図 3. 10 家族親族関係利用と各雇用形態の関連のオッズ比（正規雇用基準） 
 
 






















































図 3. 13 家族親族関係利用と各企業規模の関連のオッズ比（ 30-299名基準） 
 
 
図 3. 14 友人知人関係利用と各企業規模の関連のオッズ比（ 30-299名基準） 
 












































図 3. 15 学校関係利用就職の初職離職リスク（ 1970 年代入職基準）  
 
 
図 3. 16 学校関係利用就職の初職離職リスク（ 2000 年代入職基準）  
 
 





図 3. 18 家族親族関係利用と離職リスクの関係（ 2000 年代入職基準）  
 
 
図 3. 19 友人知人関係利用と離職リスクの関係（ 1970 年代入職基準）  
 




のかをコーホート別に検討したものが図 3.17，図 3.18 である． 1970 年代入
職コーホート（図 3.17）では，家族・親族関係経由の有無による離職リスク




なるものである（石田・小林  2011）．  
 最後に友人・知人関係経由での就職についてカプラン・マイヤー推定を行




































表 3. 6 初職職業的地位に関する多項ロジットモデルの推定結果（男性）  
 
～1950's vs 1960's -0.029 0.250 0.330 † -0.039 -0.136 -0.287
1960's vs 1970's -0.188 -0.003 0.136 -0.040 0.365 -0.468
1970's vs 1980's 0.443 * 0.273 0.081 -0.207 0.156 -0.201
1980's vs 1990's 0.071 0.160 0.163 0.138 0.554 * -0.402
1990's vs 2000's -0.116 0.027 0.177 0.088 0.358 -0.682
学校関係 0.672 *** -0.040 0.391 ** 0.557 *** -0.208 -3.028 ***
家族・親族関係 -0.576 ** -0.354 * 0.364 * 0.105 0.341 -1.604 ***
友人・知人関係 0.329 0.339 † 0.690 *** 0.520 * 0.772 ** -1.498 ***
父職威信スコア 0.006 -0.012 * -0.016 * -0.030 *** -0.038 ** -0.120 ***
～中学校 -1.782 1.529 ** 1.305 ** 1.325 ** 1.651 ** 1.455 *
専門・短大・高専 1.894 *** 0.051 0.076 -0.604 ** -0.253 -0.832 †
大学・大学院 1.834 *** 0.121 -1.375 *** -1.445 *** -1.155 *** -1.580 ***
2005年SSM -0.147 0.096 0.263 † 0.169 0.335 0.789 ***
JLPS 0.186 0.035 0.341 † 0.548 * 0.050 0.372
15歳時成績・やや上のほう -0.384 * -0.034 -0.096 0.129 -0.111 -0.403
15歳時成績・真ん中 -0.523 ** 0.174 0.461 ** 0.536 * 0.288 0.397
15歳時成績・やや下のほう -0.595 * 0.556 ** 0.982 *** 0.969 *** 0.866 ** 0.321
15歳時成績・下のほう -0.492 0.980 ** 1.650 *** 1.574 *** 1.670 *** 0.761
中学校に通っていない -1.055 -1.716 ** -1.548 *** -1.082 * -1.468 * -1.303 *
無回答 -0.579 -0.054 0.098 -0.220 0.054 -0.929
農業・工業・商業・水産 0.194 0.134 0.629 *** 0.618 *** 0.525 ** 0.813 **
その他学科 1.264 0.232 0.789 1.058 -0.386 0.980
高校非進学 1.072 * 0.429 1.751 *** 1.372 ** 1.327 * 1.931 *
DKNA 1.257 0.260 -0.239 0.157 -0.422 0.108
切片 -2.137 *** -0.357 -0.601 0.100 -0.489 4.802 ***
McFadden R2
-2LL
～1950's vs 1960's -0.062 0.333 0.319 -0.038 -0.086 -0.379
1960's vs 1970's -0.239 0.108 0.062 -0.071 0.377 -0.574 †
1970's vs 1980's 0.406 * 0.355 † 0.010 -0.234 0.164 -0.276
1980's vs 1990's 0.029 0.233 0.083 0.106 0.556 * -0.497
1990's vs 2000's -0.129 0.058 0.162 0.095 0.387 -0.712
学校関係 0.430 0.414 † -0.003 0.377 -0.277 -3.657 ***
家族・親族関係 -0.424 -0.126 0.365 0.146 0.653 † -1.825 ***
友人・知人関係 0.179 0.631 † 0.868 ** 0.751 * 0.964 * -1.550 ***
学校経由×コーホート（～1950's基準） 0.084 -0.162 * 0.165 * 0.083 0.036 0.452 †
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） -0.063 -0.075 -0.008 -0.016 -0.148 0.317 †
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） 0.032 -0.101 -0.089 -0.117 -0.073 0.165
父職威信スコア 0.006 -0.012 * -0.015 * -0.030 *** -0.038 ** -0.122 ***
～中学校 -1.822 † 1.515 ** 1.268 ** 1.289 ** 1.597 * 1.492 *
専門・短大・高専 1.890 *** 0.058 0.077 -0.606 ** -0.249 -0.818 †
大学・大学院 1.832 *** 0.111 -1.371 *** -1.452 *** -1.149 *** -1.532 ***
2005年SSM -0.140 0.081 0.268 † 0.169 0.332 0.802 ***
JLPS 0.215 -0.002 0.373 † 0.566 * 0.067 0.399
15歳時成績・やや上のほう -0.384 * -0.029 -0.101 0.129 -0.106 -0.417
15歳時成績・真ん中 -0.525 ** 0.174 0.447 * 0.526 * 0.279 0.392
15歳時成績・やや下のほう -0.595 * 0.564 ** 0.961 *** 0.958 *** 0.866 ** 0.298
15歳時成績・下のほう -0.486 0.988 ** 1.632 *** 1.565 *** 1.668 *** 0.742
中学校に通っていない -1.100 † -1.703 ** -1.578 *** -1.100 * -1.507 * -1.322 *
無回答 -0.543 -0.076 0.122 -0.202 0.083 -0.945
農業・工業・商業・水産 0.193 0.135 0.624 *** 0.615 *** 0.527 ** 0.801 **
その他学科 1.286 † 0.195 0.872 1.108 -0.353 1.043
高校非進学 1.085 * 0.436 1.753 *** 1.373 ** 1.352 * 1.893 *
DKNA 1.294 0.234 -0.201 0.188 -0.360 0.049










*** p  < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p < .1
専門・管理 販売 熟練 半熟練 非熟練 農業
 135 
 






～1950's vs 1960's 0.066 0.129 0.023 0.264 -0.341 -1.169 ***
1960's vs 1970's 0.244 -0.006 -0.072 -0.128 -0.768 † -1.103 *
1970's vs 1980's 0.014 0.129 -0.057 -0.117 0.581 -0.544
1980's vs 1990's -0.197 0.274 † 0.397 * -0.156 0.888 ** -1.166
1990's vs 2000's 0.247 † 0.240 0.103 0.345 0.901 ** 1.126
学校関係 0.480 *** -0.753 *** -0.429 ** 0.329 * -0.731 ** -5.355 ***
家族・親族関係 -0.588 *** -0.804 *** -0.357 † -0.569 ** -0.217 -2.643 ***
友人・知人関係 -0.227 -0.185 0.014 0.201 0.381 -2.661 ***
父職威信スコア -0.004 -0.012 * -0.017 * -0.029 ** -0.014 -0.087 ***
～中学校 0.349 1.241 ** 0.646 † 0.652 2.535 ** 2.716 **
専門・短大・高専 2.559 *** -0.393 ** 0.447 ** -1.027 *** -0.144 0.193
大学・大学院 2.602 *** -0.376 * -0.941 ** -1.687 *** -0.995 * 0.158
2005年SSM -0.221 0.262 * 0.306 † 0.241 † 0.595 * 1.161 ***
JLPS -0.357 * 0.165 -0.128 -0.136 0.118 -0.335
15歳時成績・やや上のほう -0.044 0.123 0.204 0.079 -0.296 1.612 *
15歳時成績・真ん中 -0.100 0.674 *** 0.993 ** 0.750 ** 0.297 1.717 *
15歳時成績・やや下のほう 0.294 1.070 *** 1.548 *** 1.431 *** 1.341 ** 2.276 **
15歳時成績・下のほう 0.278 0.995 ** 1.408 ** 1.450 *** 1.663 ** 2.247 **
中学校に通っていない 0.285 -1.219 * -0.924 † -1.014 * -0.930 0.552
無回答 0.361 0.809 * 1.464 *** 0.593 -0.357 2.463 **
農業・工業・商業・水産 -0.681 *** -0.516 *** -0.370 * -0.779 *** -0.512 0.187
その他学科 0.810 *** 0.540 ** 0.850 *** 0.872 *** 0.513 0.552
高校非進学 0.734 * 0.709 2.302 *** 2.674 *** 0.329 1.124
DKNA -0.079 0.183 0.259 0.114 -12.926 -11.710
切片 -2.635 *** -0.985 * -2.122 *** -1.140 * -2.677 ** 0.590
McFadden R2
-2LL
～1950's vs 1960's 0.036 0.121 -0.049 0.187 -0.230 -1.297 ***
1960's vs 1970's 0.138 -0.003 -0.155 -0.212 -0.733 -1.259 *
1970's vs 1980's -0.077 0.129 -0.127 -0.191 0.535 -0.820
1980's vs 1990's -0.271 † 0.274 † 0.345 † -0.210 0.816 * -1.457
1990's vs 2000's 0.185 0.198 0.049 0.286 0.874 ** 0.305
学校関係 0.078 -0.623 ** -0.619 * 0.152 -1.192 * -9.200 **
家族・親族関係 -0.588 † -0.590 * -0.574 † -0.780 ** 0.229 -2.754 ***
友人・知人関係 -0.867 * -0.705 * -0.511 -0.258 0.226 -3.700 ***
学校経由×コーホート（～1950's基準） 0.123 -0.054 0.065 0.073 0.161 2.033 *
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） -0.024 -0.111 0.093 0.142 -0.302 † 0.131
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） 0.224 † 0.218 * 0.212 † 0.196 0.057 1.146 **
父職威信スコア -0.004 -0.012 * -0.017 * -0.029 ** -0.012 -0.087 ***
～中学校 0.333 1.255 ** 0.648 † 0.647 2.511 ** 2.750 **
専門・短大・高専 2.538 *** -0.388 ** 0.442 ** -1.033 *** -0.134 0.214
大学・大学院 2.604 *** -0.372 * -0.918 ** -1.662 *** -0.983 * 0.471
2005年SSM -0.203 0.272 * 0.318 † 0.248 † 0.577 † 1.187 ***
JLPS -0.327 † 0.180 -0.119 -0.139 0.161 -0.215
15歳時成績・やや上のほう -0.039 0.117 0.217 0.089 -0.294 1.654 *
15歳時成績・真ん中 -0.097 0.677 *** 1.006 ** 0.759 ** 0.297 1.764 *
15歳時成績・やや下のほう 0.302 1.079 *** 1.560 *** 1.441 *** 1.354 ** 2.315 **
15歳時成績・下のほう 0.266 0.978 ** 1.419 *** 1.468 *** 1.630 ** 2.291 **
中学校に通っていない 0.210 -1.239 ** -0.952 † -1.037 * -1.015 0.505
無回答 0.355 0.793 * 1.477 *** 0.607 -0.455 2.494 **
農業・工業・商業・水産 -0.682 *** -0.508 *** -0.377 * -0.784 *** -0.528 † 0.125
その他学科 0.815 *** 0.544 ** 0.848 *** 0.868 *** 0.508 0.550
高校非進学 0.771 * 0.730 † 2.319 *** 2.690 *** 0.366 1.180
DKNA -0.089 0.236 0.279 0.126 -16.155 -12.822








*** p  < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p < .1


















































































～1950's vs 1960's 0.272 -0.336 † 0.411 -0.444 *
1960's vs 1970's 0.199 -0.441 * 0.361 -0.502 *
1970's vs 1980's 0.574 * -0.199 0.686 ** -0.259
1980's vs 1990's 0.283 -0.636 * 0.390 † -0.672 *
1990's vs 2000's 1.111 *** 0.553 † 1.183 *** 0.492
学校関係 -1.717 *** -4.971 *** -0.849 * -5.231 ***
家族・親族関係 -0.155 -2.523 *** 0.664 † -3.501 ***
友人・知人関係 0.401 * -3.494 *** 0.618 † -4.373 ***
学校経由×コーホート（～1950's基準） -0.262 * 0.165
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） -0.265 * 0.627 ***
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） -0.033 0.567 *
父職威信スコア 0.006 -0.009 0.006 -0.010
～中学校 0.643 0.241 0.593 0.406
専門・短大・高専 -0.194 -0.432 † -0.200 -0.418 †
大学・大学院 -0.946 *** -1.349 *** -0.954 *** -1.296 ***
2005年SSM 0.462 * 0.670 *** 0.440 * 0.692 ***
JLPS 0.215 0.255 0.167 0.277
15歳時成績・やや上のほう -0.295 -0.100 -0.285 -0.109
15歳時成績・真ん中 -0.074 0.406 † -0.072 0.433 †
15歳時成績・やや下のほう 0.030 0.112 0.053 0.099
15歳時成績・下のほう 0.307 0.179 0.336 0.174
中学校に通っていない 0.299 0.875 0.292 0.945
無回答 -0.375 0.877 † -0.367 0.864 †
農業・工業・商業・水産 -0.454 ** 0.077 -0.446 ** 0.066
その他学科 -0.143 0.581 -0.178 0.592
高校非進学 -0.018 0.213 0.001 0.109
DKNA 1.212 † 0.863 1.230 † 0.755




*** p < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p < .1

























～1950's vs 1960's -0.075 -1.183 *** -0.134 -1.333 ***
1960's vs 1970's 0.741 *** -0.401 0.674 ** -0.463 †
1970's vs 1980's 0.451 ** -0.886 ** 0.377 * -0.931 **
1980's vs 1990's 0.545 *** -0.132 0.496 ** -0.170
1990's vs 2000's 0.866 *** -0.025 0.813 *** -0.104
学校関係 -1.702 *** -5.805 *** -2.096 *** -7.625 ***
家族・親族関係 -0.093 -2.365 *** -0.010 -2.782 ***
友人・知人関係 0.518 *** -3.701 *** -0.011 -4.526 ***
学校経由×コーホート（～1950's基準） 0.118 0.942 *
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） -0.059 0.425 *
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） 0.192 * 0.733 **
父職威信スコア 0.001 0.009 0.002 0.009
～中学校 0.162 0.053 0.162 0.087
専門・短大・高専 -0.126 -0.308 -0.128 -0.321
大学・大学院 -0.345 * -1.055 ** -0.324 * -1.003 *
2005年SSM 0.249 † 0.588 ** 0.269 † 0.615 **
JLPS -0.290 0.447 -0.255 0.462
15歳時成績・やや上のほう 0.008 -0.298 0.009 -0.295
15歳時成績・真ん中 -0.069 0.054 -0.064 0.056
15歳時成績・やや下のほう -0.018 -0.196 -0.014 -0.222
15歳時成績・下のほう 0.585 * 0.571 0.566 * 0.598
中学校に通っていない 1.165 * 0.570 1.147 * 0.573
無回答 0.515 † 0.265 0.508 † 0.329
農業・工業・商業・水産 -0.366 * -0.439 -0.372 * -0.478
その他学科 0.187 0.441 0.184 0.453
高校非進学 0.597 † 0.763 0.620 † 0.771
DKNA 1.022 † 0.214 0.995 † 0.269




















































































表 3.  10 初職従業先規模に関する多項ロジットモデルの推定結果（男性）  
 
～1950's vs 1960's -0.309 † 0.140 -0.182
1960's vs 1970's -0.155 -0.186 -0.084
1970's vs 1980's -0.195 -0.162 -0.376
1980's vs 1990's 0.091 0.019 0.259
1990's vs 2000's 0.102 -0.154 0.412
学校関係 -1.694 *** -0.089 -0.369 †
家族・親族関係 -0.420 ** -0.294 * -0.360
友人・知人関係 -0.045 -0.583 *** -0.152
父職威信スコア 0.014 * 0.011 * 0.004
～中学校 0.124 -1.342 *** -0.967
専門・短大・高専 0.113 -0.288 * -0.242
大学・大学院 -0.863 *** 0.165 -0.766 **
2005年SSM 0.300 * 0.204 † 0.469 †
JLPS -0.266 -0.066 0.376
15歳時成績・やや上のほう 0.046 -0.118 0.237
15歳時成績・真ん中 0.108 -0.454 *** 0.216
15歳時成績・やや下のほう 0.284 -0.776 *** 0.030
15歳時成績・下のほう 0.366 † -0.773 *** 0.810 *
中学校に通っていない -0.074 1.031 ** 0.558
無回答 0.750 † -0.204 0.995
農業・工業・商業・水産 0.054 -0.062 -0.566 **
その他学科 0.090 -0.066 -0.223
高校非進学 0.434 0.380 0.362
DKNA 0.037 -0.683 -13.260
切片 0.379 0.520 -1.590 *
McFadden R2
-2LL
～1950's vs 1960's -0.467 ** 0.178 -0.137
1960's vs 1970's -0.312 † -0.163 -0.027
1970's vs 1980's -0.347 * -0.140 -0.327
1980's vs 1990's -0.041 0.033 0.303
1990's vs 2000's 0.025 -0.143 0.431
学校関係 -2.261 *** -0.052 -0.108
家族・親族関係 -0.754 ** 0.005 -0.017
友人・知人関係 -0.806 ** -0.355 -0.314
学校経由×コーホート（～1950's基準） 0.241 ** -0.014 -0.095
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） 0.144 † -0.126 -0.130
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） 0.331 *** -0.106 0.083
父職威信スコア 0.013 * 0.011 * 0.004
～中学校 0.183 -1.386 *** -0.990
専門・短大・高専 0.116 -0.289 * -0.246
大学・大学院 -0.795 *** 0.165 -0.767 **
2005年SSM 0.317 * 0.202 † 0.461 †
JLPS -0.219 -0.066 0.365
15歳時成績・やや上のほう 0.044 -0.114 0.245
15歳時成績・真ん中 0.122 -0.457 *** 0.223
15歳時成績・やや下のほう 0.298 -0.775 *** 0.046
15歳時成績・下のほう 0.378 † -0.775 *** 0.828 *
中学校に通っていない -0.119 1.004 ** 0.574
無回答 0.797 * -0.199 0.983
農業・工業・商業・水産 0.043 -0.063 -0.562 **
その他学科 0.146 -0.054 -0.256
高校非進学 0.421 0.398 0.379
DKNA 0.066 -0.664 -13.491
















表 3.  11 初職従業先規模の多項ロジットモデルの推定結果（女性）  
 
～1950's vs 1960's -0.732 *** -0.413 * -0.492 *
1960's vs 1970's 0.088 0.339 * 0.009
1970's vs 1980's -0.148 -0.229 † -0.038
1980's vs 1990's -0.193 -0.082 -0.108
1990's vs 2000's 0.300 † -0.189 0.287
学校関係 -0.987 *** 0.224 * -0.179
家族・親族関係 -0.088 -0.246 † -0.216
友人・知人関係 -0.073 -0.148 0.128
父職威信スコア 0.004 0.019 *** 0.013 †
～中学校 -0.116 0.038 -0.326
専門・短大・高専 0.476 *** 0.118 -0.299 *
大学・大学院 -0.276 0.360 * -0.231
2005年SSM 0.193 † -0.093 0.601 **
JLPS -0.385 * -0.149 0.861 ***
15歳時成績・やや上のほう -0.008 -0.266 † -0.109
15歳時成績・真ん中 0.071 -0.630 *** -0.222
15歳時成績・やや下のほう -0.009 -1.053 *** -0.329
15歳時成績・下のほう 0.011 -1.060 *** 0.128
中学校に通っていない -0.080 0.407 0.628
無回答 -0.109 -0.797 ** 0.015
農業・工業・商業・水産 -0.106 -0.070 -0.271
その他学科 0.049 -0.183 0.075
高校非進学 0.767 * -0.295 0.379
DKNA 1.588 * 1.227 1.057
切片 0.708 * 0.111 -1.395 **
McFadden R2
-2LL
～1950's vs 1960's -0.879 *** -0.431 * -0.479 *
1960's vs 1970's -0.141 0.372 ** 0.079
1970's vs 1980's -0.361 * -0.184 0.041
1980's vs 1990's -0.352 * -0.048 -0.051
1990's vs 2000's 0.151 -0.177 0.284
学校関係 -1.818 *** 0.461 * 0.238
家族・親族関係 -0.621 ** -0.432 † -0.059
友人・知人関係 -1.009 *** -0.337 -0.178
学校経由×コーホート（～1950's基準） 0.332 *** -0.091 -0.156 †
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） 0.199 * 0.088 -0.055
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） 0.390 *** 0.089 0.149
父職威信スコア 0.005 0.019 *** 0.013 †
～中学校 -0.143 0.072 -0.279
専門・短大・高専 0.464 *** 0.124 -0.291 †
大学・大学院 -0.191 0.341 * -0.256
2005年SSM 0.202 † -0.097 0.604 **
JLPS -0.340 * -0.170 0.856 ***
15歳時成績・やや上のほう 0.029 -0.268 † -0.122
15歳時成績・真ん中 0.099 -0.630 *** -0.228
15歳時成績・やや下のほう 0.010 -1.056 *** -0.334
15歳時成績・下のほう 0.014 -1.057 *** 0.108
中学校に通っていない -0.229 0.479 0.676
無回答 -0.086 -0.779 ** 0.017
農業・工業・商業・水産 -0.134 -0.064 -0.253
その他学科 0.046 -0.180 0.079
高校非進学 0.812 ** -0.330 0.359
DKNA 1.549 † 1.283 1.133

















表 3.  12 初職離職に関する Cox 比例ハザードモデルの推定結果（男性）  
 
～1950's vs 1960's 0.222 ** 0.269 *** 0.159 * 0.195 *
1960's vs 1970's 0.039 0.095 0.117 0.164 †
1970's vs 1980's 0.183 * 0.233 ** 0.198 * 0.240 **
1980's vs 1990's 0.028 0.076 0.058 0.097
1990's vs 2000's 0.089 0.112 -0.099 -0.079
学校関係 0.131 * 0.316 *** 0.095 † 0.274 *
家族・親族関係 -0.048 0.083 -0.113 -0.021
友人・知人関係 0.163 * 0.259 * 0.129 † 0.214 †
学校経由×コーホート（～1950's基準） -0.080 * -0.070 *
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） -0.057 -0.033
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） -0.035 -0.031
～1950's vs 1960's×観測期間（3年目＝0） 0.008 † 0.008 ***
1960's vs 1970's×観測期間（3年目＝0） -0.012 -0.013
1970's vs 1980's×観測期間（3年目＝0） -0.010 -0.011
1980's vs 1990's×観測期間（3年目＝0） -0.038 * -0.038
1990's vs 2000's×観測期間（3年目＝0） -0.168 * -0.169 *
学校関係×観測期間（3年目＝0） 0.008 † 0.003 *





父職威信スコア -0.002 -0.002 -0.002 -0.002
～中学校 0.354 * 0.354 * 0.342 * 0.353 *
専門・短大・高専 0.170 * 0.175 * 0.166 * 0.172 *
大学・大学院 -0.001 -0.006 -0.003 -0.005
2005年SSM -0.713 *** -0.709 *** -0.721 *** -0.719 ***
JLPS -0.895 *** -0.905 *** -0.884 *** -0.894 ***
事務 -0.034 -0.036 -0.034 -0.037 ***
販売 0.373 *** 0.360 *** 0.371 *** 0.360
熟練 0.302 *** 0.301 *** 0.299 *** 0.298 ***
半熟練 0.329 *** 0.329 *** 0.328 *** 0.328 ***
非熟練 0.155 0.160 0.157 0.158 ***
農業 0.357 ** 0.373 ** 0.369 ** 0.376
非正規雇用 0.778 *** 0.767 *** 0.752 *** 0.745 ***
自営・家族従業・内職 -0.979 *** -0.934 *** -0.956 *** -0.929 ***
～29名 -0.173 ** -0.172 *** -0.173 ** -0.173 ***
300名以上・官公庁 -0.671 *** -0.672 ** -0.672 *** -0.670 **
従業先規模不明 0.139 0.140 *** 0.158 0.157 ***
15歳時成績・やや上のほう -0.196 ** -0.195 *** -0.198 ** -0.196 ***
15歳時成績・真ん中 -0.173 * -0.174 ** -0.173 * -0.172 **
15歳時成績・やや下のほう -0.071 -0.065 * -0.070 -0.064 *
15歳時成績・下のほう -0.114 -0.106 -0.109 -0.105
中学校に通っていない -0.188 -0.185 -0.205 -0.200
無回答 -0.274 † -0.284 -0.271 † -0.283
農業・工業・商業・水産 0.076 0.079 *** 0.076 0.079 ***
その他学科 -0.079 -0.112 -0.087 -0.118
高校非進学 -0.298 * -0.293 -0.276 † -0.277





*** p < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p < .1
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表 3.  13 初職離職に関する Cox 比例ハザードモデルの推定結果（女性）  
 
 
6.2.2 初職離職リスクに関する Cox 比例ハザードモデルの推定結果  
 ここでは，本章でのもう 1 つの分析対象である，初職離職リスクに関する
Cox 比例ハザードモデルの推定結果を検討する．男性，女性サンプルの推定
～1950's vs 1960's 0.023 0.065 0.107 0.136 †
1960's vs 1970's -0.114 * -0.065 -0.096 -0.054
1970's vs 1980's -0.091 -0.046 -0.084 -0.051
1980's vs 1990's -0.122 * -0.088 -0.040 -0.018
1990's vs 2000's -0.014 0.009 -0.331 ** -0.314 **
学校関係 0.099 * 0.245 ** 0.041 0.163 †
家族・親族関係 0.059 0.220 * 0.049 0.182 †
友人・知人関係 0.033 0.160 0.041 0.114
学校経由×コーホート（～1950's基準） -0.055 † -0.052 †
家族親族経由×コーホート（～1950's基準） -0.068 † -0.055
友人知人経由×コーホート（～1950's基準） -0.047 -0.026
～1950's vs 1960's×観測期間（3年目＝0） -0.023 * -0.029 ***
1960's vs 1970's×観測期間（3年目＝0） -0.011 -0.020 **
1970's vs 1980's×観測期間（3年目＝0） -0.009 -0.012
1980's vs 1990's×観測期間（3年目＝0） -0.080 *** -0.086
1990's vs 2000's×観測期間（3年目＝0） -0.276 *** -0.263 ***






父職威信スコア -0.001 -0.001 -0.001 -0.001
～中学校 0.146 0.146 0.182 0.175
専門・短大・高専 0.178 *** 0.180 *** 0.180 *** 0.178 ***
大学・大学院 0.305 *** 0.300 *** 0.300 *** 0.292 ***
2005年SSM -0.141 ** -0.141 ** -0.145 ** -0.141 ***
JLPS -0.076 -0.078 -0.063 -0.063 **
事務 0.329 *** 0.329 *** 0.325 *** 0.319 ***
販売 0.540 *** 0.535 *** 0.532 *** 0.520 ***
熟練 0.334 *** 0.331 *** 0.332 *** 0.317 ***
半熟練 0.252 ** 0.251 ** 0.244 ** 0.236 ***
非熟練 0.386 ** 0.382 ** 0.394 ** 0.383 **
農業 0.596 *** 0.622 *** 0.583 *** 0.577 **
非正規雇用 0.285 *** 0.284 *** 0.263 *** 0.273 ***
自営・家族従業・内職 -0.761 *** -0.707 *** -0.741 *** -0.721 ***
～29名 -0.106 * -0.108 *** -0.108 * -0.107 ***
300名以上・官公庁 -0.341 *** -0.343 * -0.340 *** -0.343 *
従業先規模不明 0.104 0.101 *** 0.098 0.090 ***
15歳時成績・やや上のほう 0.037 0.034 *** 0.036 0.027 ***
15歳時成績・真ん中 0.054 0.055 0.057 0.050
15歳時成績・やや下のほう 0.140 † 0.144 0.145 † 0.145
15歳時成績・下のほう 0.340 ** 0.338 † 0.337 ** 0.323 †
中学校に通っていない -0.147 -0.138 ** -0.162 -0.167 **
無回答 -0.250 † -0.256 -0.247 † -0.257
農業・工業・商業・水産 0.107 * 0.112 *** 0.108 * 0.104 ***
その他学科 0.037 0.036 * 0.032 0.039 *
高校非進学 -0.314 * -0.314 -0.339 ** -0.337





















結果は表 3.12，表 3.13 に示される．初めに男性サンプル，次いで女性サン
プルの推定結果を検討する．  











モデル 1-cと 1-dも推定した．1-cは 1-a，1-dは 1-bに対応する．このような手
続きをとるのは，モデル 1-aと 1-bが比例ハザード性の仮定 1 4 ) を満たしてい
ない場合，説明変数の係数にバイアスが生じるためである．  
 モデル 1-c， 1-d をみると，注目する説明変数と観察期間の交互作用項が
有意であり，モデル間の尤度比検定も統計的に有意である（ 1-a vs.  1-c， 1-b  
vs.  1-d）．したがって，モデル 1-a と 1-b は比例ハザード性の仮定を満たして
いない可能性が高い．したがって，モデル 1-c と 1-d の推定結果がより望ま
しい推定結果であるといえる．  
 説明変数と観察期間の交互作用効果を統制した後でも，学校経由の就職の
効果はモデル 1-a，1-b と大きく変わらない．モデル 1-d をみると，学校経由
の就職と入職時期の交互作用効果はマイナスに有意であり，近年ほど離職リ
スクを押し下げている．友人・知人関係については，モデル 1-c， 1-d では
10%水準の有意傾向にとどまるものの主効果はプラスの係数を示しており，
モデル 1-a， 1-b と同様の結果であるといえる．  
 女性サンプルの結果（表 3.13）に移ろう．学校経由の就職の効果について
は，男性とほぼ同様の結果が得られている．家族・親族関係経由の就職につ










意傾向で残っている．家族・親族関係経由の主効果はモデル 2-d では 10%水
準で観察されるものの，交互作用効果は有意ではなく， 2-c では有意な効果







7 安定的に推移する「学校から職業への移行」構造  
 
























































7.2 犠牲を伴う制度的連結のジョブマッチング効果  
 






























































4)   中卒就職においても，職安行政と学校との連携関係が確認されている
（石田  2000）．また，大卒就職の場面では OB・OG ネットワークや就
職部 に よ っ て 求 人 が 開 拓，斡旋されることが報告されている（大島  
2012）．  





6)   このような処理を行ったのは，初職入職段階で管理的職業に該当する者
が非常に少なく，単独で計量分析に耐えうるカテゴリのサイズではなか
ったためである．  



















10)   観 察 開 始 時 点 が 特 定 で き な い デ ー タ の こ と は 右 側 打 ち 切 り デ ー タ
（ right censored data）と呼ばれる．  
11)  イ ベ ン ト ヒ ス ト リ ー 分 析 は と く に 疫 学 や 医 学 の 分 野 で は 生 存 分 析






ハザード関数は似通っていることが多い（ Singer  and Willet  2003:  492）． 
13)  表記の簡単化のため推定するパラメータの数は 1 つにしているが，多
変量モデルに拡張することも可能である．  






第 4 章  若年労働市場の流動化と「セカンド・チャンス」  
 
1 重要性が増した学卒後のキャリア移動とその背景  
 









キャリアが切れ目なく安定的に蓄積しているともいえる 1 ) ．一方，比較的長
期にわたって無業状態が生じる場合，収入を得られないことによって生計の
見通しを立てにくくなる．そこで，ここでは転職が起こりやすくなることを



































1.2 マクロデータによる問題状況の整理  
 
1.2.1 離転職リスクの推移  
ミクロデータの計量分析に先立ち，本研究における流動化，不安定化の


















































25-34歳 96.4% 94.9% 86.8%
35-44歳 97.0% 97.2% 92.0%
45-54歳 95.4% 96.7% 91.9%
25-34歳 74.1% 70.6% 58.8%
35-44歳 52.4% 50.6% 43.2%













 第 3 に，この点が本章の検討課題ともかかわる点であるが，正規雇用就業
の持続性についてである． 1988 年に 25－ 34 歳であった者は 1998 年には 35
－ 44 歳の層に相当する．表の数値を斜めの方向にみてゆくことで，同一の
年齢集団の変化を大まかに追うことができる．男性についてみると，この年
齢集団では 1988 年に 96.4％だった割合が 1998 年には 97.2％に微増している．
同様に 1998 年に 25－ 34 歳の層と 2008 年に 35－ 44 歳の層の比較を行うと，




























































れる．2 種類の離職を 1 つにまとめて分析することは必ずしも不適切とはい
えない．第 1 に，転職であるか離職であるかの区別はデータ上でなされてい
るにすぎず，いずれの場合も一度離職が生じていることは事実なのであるか












































ある（ Scherer  2004;  McGinnity et  al .  2005）．  
初期キャリアにおける不安定な雇用形態の長期的影響については 2 つの































参 考 に な る ． 解 雇 規 制 の 水 準 の 指 標 と し て 頻 繁 に 用 い ら れ る の が EPL
（Employment Protect ion Legislat ion）である．日本の EPL水準はOECD平均と
比べても決して高いわけではないが，個人主義的労働市場の典型であるイギ












若年女性（ 25 歳～ 34 歳）を対象としたパネルデータの分析から，初職開始
時の雇用形態間でのフルタイム就業確率の差は，初職開始後 2， 3 年後のピ













本章では，中澤（ 2011b）で用いられた成長曲線モデリング（Growth Curve 
Modeling）を踏襲しつつ，個人の職歴データを用いて再検討を行う．そのモ
チベーションは 4 点挙げられる．  



















3 若年労働市場の流動化と「セカンド・チャンス」の検証  
 
















































4 使用データ  
 





に関する全国調査」（以下 JLPSと略記）と 2005 年社会階層と社会移動全国調








ため，SSM，JLPSデータともに 40 歳以下の時点の男性サンプルに限定する 7 ) ． 
 JLPS，2005 年 SSM データともに，個人の職歴情報を分析に用いる．ただ
し，これらの調査では個人の職歴情報の取り方が異なることに注意が必要で
ある． JLPS では第三波調査（Wave3， 2009 年実施）にて，中学校卒業から
調査時までの職歴を，年表形式の回答欄に書き込む形式となっている．そし
て，各年 4 月と 10 月時点での就業状態に関する情報がデータ化されている．
そのため，各回答者個人に関して初職開始後半年ごとの就業状態がデータ化
されている Person Half-Year Period 形式のデータであるということになる．
ここでの時間は， 1 期あたり半年ということになる．  











4.2 分析に使用する変数  
 
4.2.1 若年転職・離職の分析に用いる変数  
 若年転職，離職の分析で使用する従属変数は，ある時点から次の時点にか
けて，従業先に移動が生じたか否かである．ただし，ここではある従業先か
ら別の従業先への移動 8 ) （いわゆる「転職」）と無職状態への移動（いわゆ














セットされる．入職後期間は， JLPS では 1 期半年，2005 年 SSM では 1 期 1
年と観測され，分析ではどちらのデータでも 1 期目が基準カテゴリとなる．
それ以降については， 2－ 4 期目， 5－ 7 期目， 8－ 10 期目，…，のように 3
期を 1 つのカテゴリの中に区分している．JLPS では 29 期目以上，SSM では
20 期目以上のカテゴリは 1 つにまとめているが，これはそれ以降の時点に
含まれるケースが極めて少ないためである．  
 各観察時点での年齢は， JLPS では出生年と初職開始年から， SSM では初
職開始時年齢からもとめ，時間共変量として用いる．ただし， JLPS は半年
が 1 期となるので，年齢は 0.5 歳ずつ増加することになる．  
 従業先数もダミー変数化し，コントロール変数としてモデルに含める．第


















オドデータ中で有配偶状態である場合には 1，そうでない場合には 0 を割り
当てる有配偶ダミーを作成し，統制変数として用いる 1 0 ) ．  
分析では職業，雇用形態，産業，従業先規模も統制変数として用いる．職






のサービス業のダミー変数を作成した 11 ) ．基準は建設・製造・電気・ガス・
水道事業・公務である 1 2 ) ．従業先規模については， 1～ 29 名， 30～ 299 名，
そして 300 名以上・官公庁の 3 区分を用いた．以上の変数に関する要約統計




表 4. 3 離職リスクの分析に用いる変数の要約統計量  
 
 





平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
従属変数（基準：就業継続）
転職 0.087 0.282 0 1 0.040 0.195 0 1
離職 0.009 0.094 0 1 0.012 0.107 0 1
入職後期間（基準：1期目）
2-4期目 0.307 0.461 0 1 0.235 0.424 0 1
5-7期目 0.190 0.392 0 1 0.171 0.376 0 1
8-10期目 0.132 0.338 0 1 0.127 0.333 0 1
11-13期目 0.091 0.288 0 1 0.097 0.296 0 1
14-16期目 0.064 0.244 0 1 0.077 0.266 0 1
17-19期目 0.042 0.201 0 1 0.059 0.236 0 1
20-22期（SSMでは20期目以降） 0.032 0.175 0 1 0.045 0.208 0 1
23-25期目 0.035 0.184 0 1
26-28期目 0.025 0.155 0 1
29期目以降 0.033 0.178 0 1
年齢 28.358 6.663 14 40 27.662 4.871 15 40
従業先番号（基準：第1職目）
第2職目（従業先） 0.337 0.473 0 1 0.220 0.414 0 1
第3職目（従業先） 0.148 0.355 0 1 0.090 0.287 0 1
第4職目以上（従業先） 0.106 0.308 0 1 0.053 0.224 0 1
初職入職コーホート
1960年代入職 0.269 0.444 0 1
1970年代入職 0.222 0.416 0 1
1980年代入職 0.195 0.396 0 1 0.310 0.463 0 1
1990年代以降入職 0.088 0.283 0 1
2000年以降入職 0.087 0.282 0 1
学歴（基準：高校卒）
中学校卒 0.263 0.440 0 1 0.023 0.149 0 1
短大・高専 0.021 0.143 0 1 0.233 0.423 0 1
大学卒 0.170 0.376 0 1 0.362 0.481 0 1
大学院卒 0.007 0.086 0 1 0.040 0.196 0 1
有配偶ダミー 0.459 0.498 0 1 0.391 0.488 0 1
非正規雇用 0.053 0.224 0 1 0.111 0.314 0 1
職業（基準：管理的・事務的職業）
専門・技術 0.067 0.250 0 1 0.203 0.402 0 1
販売・サービス 0.210 0.407 0 1 0.234 0.424 0 1
生産工程・労務 0.494 0.500 0 1 0.343 0.475 0 1
運輸・保安 0.077 0.266 0 1 0.066 0.249 0 1
農業 0.021 0.145 0 1 0.008 0.092 0 1
産業
（基準：建設・製造・電気・ガス・熱供給・水道・公務）
農林水産業 0.024 0.153 0 1 0.006 0.076 0 1
運輸・旅行業 0.079 0.269 0 1 0.041 0.198 0 1
卸売・小売・飲食業 0.195 0.397 0 1 0.163 0.369 0 1
金融・保険・不動産業 0.015 0.120 0 1 0.041 0.199 0 1
マスコミ・情報・通信・郵貯 0.020 0.140 0 1 0.082 0.274 0 1
その他サービス業 0.162 0.369 0 1 0.207 0.405 0 1
従業先規模（基準：30-299名）
1-29名 0.256 0.437 0 1 0.245 0.430 0 1












されている一般従業者」を選択している場合であると定義する 1 4 ) ．  
 正規雇用であるか否かという場合，当然ながら正規雇用でない状態を定義
しなければならない．本章では，自営業・自由業・家族従業者・内職以外の













は一貫して観測される．時間の単位については， JLPS では半年， SSM では
1 年となることは離転職リスクの分析と同様である．  
 ここで，本章の分析における時間変数の操作化について若干説明を加えて







 具体的には，時間に関する 2 つの変数を用いる．1 つは，初職開始後 2 期




以降の効果を区別して推定することができる（ Piecewise Function） 1 7 ) ．  

































表 4. 4 学卒後キャリアの安定性の分析に用いる変数の要約統計量 
 
平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
従属変数：正規雇用 0.939 0.239 0 1 0.859 0.348 0 1
1期前正規雇用 0.939 0.239 0 1 0.859 0.348 0 1
初職非正規 0.080 0.272 0 1 0.144 0.351 0 1
学校卒業後経過時間（～10年目、2期目=0） 6.995 3.512 0 10 10.484 6.752 0 20
学校卒業後経過時間（11年目～40歳時まで、10年目まで0） 2.386 3.559 0 15 0.616 1.705 0 8
初職非正規×経過時間（～10年目） 0.537 2.084 0 10 1.349 4.140 0 20
初職非正規×経過時間（11年目～40歳時まで） 0.183 1.193 0 14 0.065 0.582 0 8
有配偶ダミー 0.500 0.500 0 1 0.380 0.485 0 1
入職コーホート：1960年代 0.286 0.452 0 1
入職コーホート：1970年代 0.227 0.419 0 1
入職コーホート：1980年代 0.194 0.396 0 1 0.261 0.439 0 1
入職コーホート：1990年代以降 0.090 0.286 0 1
入職コーホート：2000年代以降 0.095 0.294 0 1
中学校卒 0.187 0.390 0 1 0.019 0.137 0 1
専門・短大・高専卒 0.027 0.161 0 1 0.240 0.427 0 1
大学卒 0.226 0.418 0 1 0.376 0.484 0 1
大学院卒 0.013 0.114 0 1 0.043 0.202 0 1
初職専門・技術 0.093 0.291 0 1 0.221 0.415 0 1
初職販売・サービス 0.190 0.392 0 1 0.265 0.441 0 1
初職保安・運輸・生産工程・労務 0.526 0.499 0 1 0.393 0.488 0 1










5 時間変化の影響を適切にとらえる統計手法  
 

























本章ではそのなかでも離散時間ロジットモデル（ discrete-t ime logit  model）
と呼ばれる方法を用いる．離散時間ロジットモデルの基本的な分析モデルは，














に処理することができる 1 8 ) ．  
 さらに本章では，就業開始から転職，あるいは離職が生じるリスクを分析
するため，従属変数が 3 値（就業継続，転職，離職）をとることになる．そ
のため，分析手法として多項ロジットモデルによる推定を行うことになる 1 9 ) ．
イベントヒストリー分析において，この方法は競合リスクモデル（ competing 
risk model）と呼ばれる．  
 
















𝑦𝑡𝑡 = 𝜋0𝑡 + 𝜋1𝑡 × 𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝑡𝑡 式 4.2 
 
となる． 𝑦𝑡𝑡はある時点 t における個体 i の雇用の安定性を示し，それは i の























𝜋0𝑡 = 𝛽00 + 𝛴𝑘𝛽0𝑘𝑥𝑘 + 𝑢0𝑡 式 4.3 
𝜋1𝑡 = 𝛽10 + 𝛴𝑚𝛽1𝑚𝑥𝑚 + 𝑢1𝑡 式 4.4 
 
 先ほどの式 4.2 に加え，𝜋0𝑡と 𝜋1𝑡に関する式 4.3 と式 4.4 が追加されている．
 177 
 
𝛽00と 𝛽10は初期状態 𝜋0𝑡と時間の係数 π1iの切片である．そして，𝜋0𝑡と 𝜋1𝑡は時間
不変共変量である 𝑥𝑘， 𝑥𝑚，そしてモデル中には含まれない観察されない要因




成長曲線モデル（ Latent Growth Curve Modeling）とも呼ばれる．  
 本章では，上述した成長曲線モデルをマルチレベルモデルの枠組みで分析
























6 分析結果  
 
6.1 離転職リスクの時代間比較  
 
6.1.1 基礎分析  
以下，転職・離職行動の初職開始コーホート間比較を行う．まず，競合リ
スクモデルによる分析に先立ち，性別と初職開始コーホート別に転職・離職

















言することはできない．しかし，1959 年以前入職コーホートから 1980 年代





表 4. 5 転職・離職割合（ SSM 男性・ 40 歳時まで）  
 
 
表 4. 6 転職・離職割合（ JLPS 男性）  
 
 
 同様の検討を JLPS 男性データの集計結果（表 4.6）で確認する． SSM デ









転職率 離職率 転職率 離職率 転職率 離職率 転職率 離職率 転職率 離職率
1期目 7.3% 0.6% 8.7% 1.5% 10.2% 1.5% 10.3% 1.3% 17.4% 3.8%
2-4期目 8.9% 0.7% 9.4% 1.0% 10.6% 0.9% 13.0% 1.4% 17.2% 1.8%
5-7期目 8.1% 0.7% 7.0% 1.1% 7.2% 0.7% 8.9% 0.9% 12.1% 3.0%
8-10期目 5.4% 0.5% 5.3% 1.1% 6.3% 1.0% 5.9% 0.5% 7.7% 1.4%
11-13期目 4.4% 0.3% 4.4% 0.7% 4.7% 0.8% 4.8% 1.4% 2.2% 2.2%
14-16期目 2.5% 1.4% 3.2% 0.6% 3.4% 0.8% 1.8% 1.8% 0.0% 0.0%
17-19期目 2.8% 2.0% 1.3% 0.5% 3.0% 1.0% 5.0% 2.5%
20期目～ 2.4% 1.1% 3.3% 0.4% 2.3% 1.0% 1.5% 0.0%
1959年以前入職 1960年代入職 1970年代入職 1980年代入職 1990年代以降入職
転職率 離職率 転職率 離職率 転職率 離職率
1期目 4.0% 0.7% 3.7% 1.3% 6.5% 1.8%
2-4期目 5.5% 0.9% 5.9% 2.1% 7.7% 2.3%
5-7期目 4.4% 0.8% 3.8% 1.4% 3.8% 2.1%
8-10期目 4.6% 0.8% 4.9% 1.1% 7.4% 1.1%
11-13期目 2.1% 0.2% 2.5% 1.0% 5.8% 0.0%
14-16期目 2.9% 0.7% 2.5% 0.6% 0.0% 6.3%
17-19期目 2.6% 0.6% 1.4% 1.0%
20-22期目 3.1% 1.3% 2.7% 0.5%
23-25期目 1.8% 0.0% 1.5% 0.3%
26-28期目 2.1% 1.4% 1.3% 0.0%





 表 4.6 では，転職割合が高まるのは 2001 年以降の入職コーホートにおい
てである．一方，離職割合については 1980 年代入職コーホートと 1990 年代
入職コーホートの間で差異が生じている．同一コーホートの中での就業継続











6.1.2 初職開始時期による離転職リスクの差異  




















表 4. 7 競合リスクモデルの推定結果  
 
 












2-4期目 0.34 *** 0.08 -0.22 0.22 0.50 *** 0.13 0.54 * 0.23
5-7期目 0.35 *** 0.10 -0.05 0.26 0.21 0.15 0.39 0.27
8-10期目 0.26 * 0.12 0.15 0.34 0.58 *** 0.16 0.28 0.30
11-13期目 0.34 * 0.15 0.23 0.45 -0.07 0.20 0.07 0.35
14-16期目 0.12 0.19 0.45 0.52 0.09 0.21 0.15 0.39
17-19期目 0.24 0.24 0.53 0.66 -0.12 0.27 0.50 0.41
20-22期（SSMでは20期目以降） 0.30 0.29 0.53 0.79 0.35 0.25 0.51 0.48
23-25期目 -0.14 0.34 -1.26 1.06
26-28期目 0.03 0.38 0.55 0.63
29期目以降 -0.24 0.43 -0.28 0.85
年齢 -0.07 *** 0.01 -0.01 0.03 -0.04 ** 0.01 0.02 0.03
従業先番号（基準：第1職目）
第2職目（従業先） -0.08 0.07 -0.35 † 0.19 0.26 ** 0.10 -0.06 0.18
第3職目（従業先） 0.18 † 0.10 -0.28 0.29 0.21 0.15 0.19 0.27
第4職目以上（従業先） 0.57 *** 0.13 0.22 0.39 0.46 ** 0.16 -0.04 0.37
初職入職コーホート
1960年代入職 0.09 0.08 0.61 † 0.32
1970年代入職 0.25 ** 0.09 0.71 * 0.33
1980年代入職 0.32 *** 0.09 0.99 ** 0.33 -0.07 0.10 -0.67 ** 0.20
1990年代以降入職 0.68 *** 0.10 1.61 *** 0.36
2000年以降入職 0.23 † 0.12 0.11 0.21
学歴（基準：高校卒）
中学校卒 0.10 0.07 0.15 0.25 -0.20 0.25 0.18 0.44
短大・高専 -0.39 † 0.22 -0.12 0.48 0.30 ** 0.10 0.52 ** 0.19
大学卒 0.06 0.10 0.29 0.27 0.07 0.13 0.13 0.23
大学院卒 0.46 † 0.25 0.98 * 0.48 0.08 0.24 0.16 0.53
有配偶ダミー -0.33 *** 0.07 -1.21 *** 0.24 0.10 0.09 -0.97 *** 0.20
非正規雇用 0.64 *** 0.09 1.46 *** 0.20 0.95 *** 0.09 1.21 *** 0.16
職業（基準：管理的・事務的職業）
専門・技術 0.41 ** 0.14 0.27 0.37 -0.09 0.16 -0.18 0.32
販売・サービス 0.37 ** 0.11 0.39 0.32 0.23 † 0.14 0.76 ** 0.28
生産工程・労務 0.45 *** 0.11 0.27 0.31 0.10 0.14 0.42 0.29
運輸・保安 0.51 ** 0.15 0.57 0.46 -0.04 0.23 0.54 0.37
農業 0.94 ** 0.35 1.29 * 0.54 -0.39 0.85 1.90 ** 0.72
産業
（基準：建設・製造・電気・ガス・熱供給・水道・公務）
農林水産業 -0.65 † 0.36 -0.06 0.50 0.67 1.08 -0.74 0.93
運輸・旅行業 0.33 ** 0.13 0.42 0.40 0.28 0.22 -0.07 0.43
卸売・小売・飲食業 0.37 *** 0.09 0.22 0.28 0.42 *** 0.12 -0.14 0.22
金融・保険・不動産業 0.23 0.26 -0.17 0.78 0.66 ** 0.22 -0.35 0.48
マスコミ・情報・通信・郵貯 0.31 0.20 -0.07 0.46 0.25 0.17 0.51 † 0.27
その他サービス業 0.14 † 0.08 0.48 * 0.22 0.30 ** 0.11 0.08 0.20
従業先規模（基準：30-299名）
1-29名 0.14 * 0.07 -0.30 0.21 0.10 0.09 0.48 ** 0.18
300名以上・官公庁 -0.26 *** 0.07 -0.34 * 0.17 -0.40 *** 0.09 0.11 0.19




*** p  < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p  < .1
SSM男性データ（個人数1500） JLPS男性データ（個人数1089）
係数 係数 係数 係数













は転職が生じやすいという結果となった．この結果は SSM， JLPS に共通し
ている．SSM では 3 番目の従業先ダミー（ 10％水準での有意傾向），JLPS で









職の場合は 5％水準で有意）． JLPS では有意ではない．一見すると，高い学




































い．有意な変数が一致するわけではないが，SSM と JLPS でおおよそ結果は
類似している．  
従業先規模については，大企業・官公庁でより離転職リスクが低いという









6.2 初職非正規雇用の影響の変化  
 













図 4. 3 初職開始後の雇用形態の変化（ SSM 男性データ）  
 


















ペースは緩やかになり，初職開始から 20 年後には 7 割の者が正規雇用での
働き方になっている．また，初職が正規雇用であった者と同様に自営層への
移動を果たす者も増加する． 20 年経過後では非正規雇用・無職を合わせた






















図 4. 4 初職開始後の雇用形態の変化（ JLPS 男性データ）  
 
 次に， JLPS 男性サンプルの検討を行う．図 4.4 は SSM のサンプルと同じ
ように集計したものを用いている．ただし， JLPS では若年層をターゲット
としているため，初職開始から 20 年を経過しているケースが少ない．その
ため，図 4.4 では 15 年経過後までを帯グラフでプロットすることとした．  



















データの結果と類似している．ただし， JLPS データの場合は 1 割程度の者
が非正規雇用へと移動しているという点が， SSM データの結果とは異なる
点である．  














 まず，表 4.8 は成長曲線モデルの推定結果である．SSM，JLPS データとも
に，初職非正規ダミーの係数は負に有意である．モデルには時間変数との交
互作用項も含まれているので，この数値が意味するところは「初職が非正規



















係数 標準誤差 係数 標準誤差
1期前正規雇用 5.144 *** 0.135 5.086 *** 0.141
初職非正規 -0.915 ** 0.288 -2.361 *** 0.337
学校卒業後経過時間（～10年目、2期目=0） 0.037 * 0.019 -0.009 0.011
学校卒業後経過時間（11年目～40歳時まで、10年目まで0） -0.104 *** 0.0186 -0.017 0.0403
初職非正規×経過時間（～10年目） -0.009 0.039 0.044 * 0.022
初職非正規×経過時間（11年目～40歳時まで） 0.074 0.046 -0.010 0.085
有配偶ダミー 1.133 *** 0.134 0.740 *** 0.140
入職コーホート：1960年代 -0.183 0.195
入職コーホート：1970年代 -0.782 *** 0.204
入職コーホート：1980年代 -0.953 *** 0.208 0.245 0.174
入職コーホート：1990年代以降 -1.661 *** 0.222
入職コーホート：2000年代以降 -0.290 0.185
中学校卒 -0.382 * 0.163 -0.603 0.458
専門・短大・高専卒 -0.297 0.332 -0.141 0.176
大学卒 0.198 0.171 0.409 * 0.183
大学院卒 0.091 0.483 0.898 * 0.392
初職専門・技術 -0.197 0.270 -0.250 0.273
初職販売・サービス -0.658 ** 0.210 -0.526 * 0.263
初職保安・運輸・生産工程・労務 -0.538 ** 0.199 -0.437 † 0.264
初職農業 -1.154 ** 0.412 -0.823 0.679
切片 0.681 * 0.342 -0.350 0.367



































































図 4. 6 初職非正規雇用層の正規就業確率の推移（ SSM 男性）  
 





 それでは，初職非正規雇用層についてはどうか．図 4.6 からは，初職開始
10 年後までで正規雇用就業確率が 80％にまで伸びることがわかる．その後







図 4. 7 初職正規雇用層の正規就業確率の推移（ JLPS 男性）  
 
 
図 4. 8 初職非正規雇用層の正規雇用就業確率の推移（ JLPS 男性）  
 
 一方，より最近の若年層に焦点をあてている JLPS 男性サンプルでは異な




 しかし，初職非正規雇用層では SSM 男性サンプルの場合とは異なる軌道
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7 流動化する若年労働市場に存在する「セカンド・チャンス」  
 
 本章では，若年労働市場の流動化と不安定化，そしてそのなかで若年者の






















































































8 第 2 部の小括  
 
 第 3 章，4 章での実証分析の結果から，若年労働市場の構造がどのような
ものであるのかについて以下でまとめたい．第 1 部第 1 章での議論から，本
研究では若年労働市場の分断仮説と外部労働市場でのキャリアの調整仮説
を立てた．  
 第 3 章の実証分析の結果からは，学校から職業への移行の構造が安定して
推移してきたことが明らかにされた．そこで割り当てられた初職の状態が学
校卒業後のキャリアの中で持続するのかという点については，若年者にはあ
る程度挽回の機会のあることが，第 4 章の分析から示されたといえる．  






























1)   企業特殊的な人的資本の蓄積という面では望ましくないともいえるが，
就業を継続できているということは安定的に収入を得られているとい
うことでもある．  

















という」という記述もみられる（読売新聞 1988 年 11 月 8 日朝刊）．一
定期間自由の利く働き方を選択したのちに正社員として働こうという
見通しが，これらの記事からは読み取れるといえよう．  
5)   vacancy chain に関する構造社会学的な研究として，White（ 1970）によ
るものがある．  
6)   2013 年の OECD の EPL では，OECD 平均が 2.29，日本が 2.09，イギリ
スが 1.62，アメリカが 1.17 である．ちなみに，集合主義的労働市場と
して挙げられるドイツは 2.98，オランダは 2.94 である．  
















8)   従業先の移動のなかには出向（同一企業グループのなかでの移動）も含



















11)  SSM 職業・産業分類については原編（ 1995）などを参照のこと．  
12)  このような基準カテゴリ化を行ったのは，これらの業種が伝統的な大
企業・大規模組織を構成するからである．  














16)  1 つには，日本では男性が主たる生計の担い手であるべきだとする規範





17)  三輪（ 2008b）や中澤（ 2011b）では，年齢を区分関数的に表現したう
えで，時期によって異なる時間効果を表現している．  
18)  イベントヒストリー分析，離散時間ロジットモデルに関する詳しい解
説は，Yamaguchi（ 1991），Allison（ 1984）， Singer and Willet（ 2003）な
どを参照されたい．  
19)  多項ロジットモデルについては第 3 章で概略を説明したので省略する． 
20)  成長曲線モデルやマルチレベルモデルに関する詳しい解説は，Preacher  
et  al .（ 2008），Wang and Wang（ 2012），Kaplan（ 2008），Raudenbush and 
Bryk（ 2002）などを参照されたい．  







22)   マ ル チ レ ベ ル 分 析 が 必 ず 必 要 か に 関 す る 端 的 な 指 標 は ， 級 内 相 関




































第 3 部 若年労働市場における上昇移動機会の構造 
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第 5 章  所得変化と社会ネットワーク  
 


















造基本調査の結果によると，20 歳から 39 歳までの転職希望者について，男








所得低下につながりやすいという報告がなされている（矢野  1998; Light 
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and McGarry 1998; Fuller 2008）．雇用慣行と賃金構造の連関が背景では作
用していると考えられる．いわゆる年功制賃金体系が強く機能するセクター






































2 転職時における社会ネットワークの影響  
 



































2.2 三つの理論的枠組みと実証研究の知見  
 






社会階層論を中心に論じられる 3 つの理論的枠組みを取り上げる．  


























































いえる（大和  2000; 野沢  2009）．それは，生活のなかで不測の事態が生じ
たときにまず頼る対象が，第一次集団の中心をなす家族・親族であると考え
られてきたからである．家族に焦点をあてた代表性のある調査データからも，















2.2.3 社会的閉鎖論  













いは社会関係資本論（Social Capital Theory）として概念化されてきた（Lin 




De Graaf and Flap 1988）．また，高い社会的地位の知り合いの有無と求職




3 埋め込み・セーフティネット・社会的閉鎖仮説の検証  
 








表 5. 1 検討する仮説  
 
 















































































下 JLPS）の若年パネル調査，および壮年パネル調査データである 3 ) ．対象
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者は 2007 年調査時（Wave1）に 20 歳から 40 歳までの，日本在住の男女で
ある．分析では，Wave1 からWave6 までの情報を用いている．  






手が選択されていれば 1，そうでなければ 0 を割り当て，仕事関係，学生時
代の友人・知人についてはそれぞれが選択されていれば 1，そうでなければ










影響を与えるのかを検討できる点にある 4 ) ．以下の分析結果では，特に断り
のない限りwithin effectの解釈を中心に進める．  
 本章では， 2 つの従属変数について分析する． 1 つは 1 年間での転職経験
の有無，もう 1 つは転職経験者に関する 1 年間での個人所得の変化である．
転職経験については，ウェーブ間で勤め先の変化があった場合は転職が発生
したとみなしている．個人所得については，臨時収入や副収入を含める形で
13 の収入カテゴリからなる変数に，各カテゴリの中間の値を割り当てた 5 ) ． 
 ちなみに，既述の通り社会ネットワークに関する質問は Wave1，Wave3，
Wave5 でのみ尋ねられている．そのため，従属変数については Wave1 から








ゴリがあり，転職前後の職種が異なる場合は 1，一致している場合は 0 を割
り当てた．業種については， JLPSでは SSM産業コード 6 ) が割り振られてい
るため，転職前後でコードが異なる場合には 1，一致する場合には 0 を割り
振っている．  




に 1 点を割り当てて連続変数として用いる．  




に 1，それ以外は 0 とコード化した．本人学歴については，大卒以上を 1，




（ 2007 年を基準とした 2009 年， 2011 年ダミー）を用いる．転職前後での
個人収入変化については，これらに加えて 1 か月あたり労働時間の変化を用






表 5. 2 分析で用いる変数の要約統計量 
 
平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
転職経験（1年後） 0.072 0.259 0 1 0.123 0.328 0 1
１年間での個人所得変化 8.088 134.397 -1950 1100 -11.640 127.619 -500 300 10.477 89.259 -450 1800 3.493 89.981 -300 300
仕事紹介の相談相手：家族・親族（1年前、センタリング） 0.003 0.257 -0.67 0.67 0.014 0.253 -0.67 0.67 0.005 0.262 -0.67 0.67 0.011 0.247 -0.67 0.67
仕事紹介の相談相手：仕事関係の友人・知人（1年前、センタリング） 0.007 0.301 -0.67 0.67 0.015 0.296 -0.67 0.67 0.011 0.296 -0.67 0.67 -0.013 0.318 -0.67 0.67
仕事紹介の相談相手：学生時代の友人・知人（1年前、センタリング） -0.001 0.247 -0.67 0.67 0.005 0.221 -0.67 0.67 0.003 0.238 -0.67 0.67 0.022 0.249 -0.67 0.67
年齢（1年前） 33.451 5.547 20 44 30.577 5.616 20 44 33.194 6.093 20 44 31.846 6.569 20 44
既婚（1年前） 0.569 0.495 0 1 0.434 0.497 0 1 0.464 0.499 0 1 0.382 0.487 0 1
本人上層ホワイト（1年前） 0.253 0.435 0 1 0.238 0.427 0 1 0.264 0.441 0 1 0.290 0.455 0 1
本人非正規（1年前） 0.104 0.305 0 1 0.370 0.484 0 1 0.433 0.496 0 1 0.651 0.478 0 1
失業リスク（1年前） 1.620 0.808 1 4 2.021 1.086 1 4 1.601 0.802 1 4 1.941 1.050 1 4
単身世帯ダミー（1年前） 0.119 0.324 0 1 0.148 0.356 0 1 0.096 0.294 0 1 0.121 0.327 0 1
勤続年数（1年前） 8.234 6.361 0 27 3.214 3.870 0 20 5.552 5.386 0 26 3.051 3.795 0 20
学校卒業後年数（1年前） 12.728 6.209 0 28 9.614 5.963 0 25 12.900 6.861 0 30 11.158 7.114 0 25
仕事紹介の相談相手：家族・親族個人平均 0.204 0.312 0 1 0.166 0.275 0 1 0.202 0.305 0 1 0.176 0.298 0 1
仕事紹介の相談相手：仕事関係の友人・知人個人平均 0.375 0.381 0 1 0.345 0.370 0 1 0.287 0.341 0 1 0.281 0.325 0 1
仕事紹介の相談相手：学生時代の友人・知人個人平均 0.179 0.291 0 1 0.175 0.299 0 1 0.158 0.276 0 1 0.162 0.277 0 1
本人大卒以上 0.495 0.500 0 1 0.471 0.500 0 1 0.304 0.460 0 1 0.324 0.469 0 1
父上層ホワイト 0.239 0.426 0 1 0.275 0.448 0 1 0.224 0.417 0 1 0.246 0.432 0 1
転職前後で職種間移動 0.339 0.474 0 1 0.371 0.484 0 1
転職前後で産業間移動 0.497 0.501 0 1 0.471 0.500 0 1
1年間での月あたり労働時間変化 -1.413 70.046 -279 252 0.588 59.425 -300 191
勤続年数×家族・親族 0.049 1.272 -4.67 8 -0.114 1.666 -8.67 12.67
学校卒業後年数×学生時代の友人・知人 0.074 2.201 -7.67 13.33 0.225 2.819 -11.33 15.33
失業リスク×家族・親族 0.061 0.603 -2 2.67 -0.004 0.536 -2.67 2.67
失業リスク×仕事関係の友人・知人 0.046 0.674 -2 2.67 -0.020 0.617 -2.67 2.67
失業リスク×学生時代の友人・知人 0.028 0.517 -1.33 2.67 0.023 0.523 -2.00 2.67
父上層ホワイト×家族・親族 0.001 0.142 -0.67 0.67 0.001 0.124 -0.67 0.67
本人上層ホワイト×仕事関係の友人・知人 -0.003 0.134 -0.67 0.67 -0.001 0.194 -0.67 0.67
本人大卒以上×学生時代の友人・知人 -0.007 0.154 -0.67 0.67 0.010 0.148 -0.67 0.67
職種間移動×家族・親族 0.011 0.172 -0.67 0.67 0.006 0.158 -0.67 0.67
職種間移動×仕事関係の友人・知人 -0.003 0.154 -0.67 0.67 -0.021 0.189 -0.67 0.67
職種間移動×学生時代の友人・知人 -0.005 0.111 -0.67 0.67 0.008 0.152 -0.67 0.67
産業間移動×家族・親族 0.004 0.201 -0.67 0.67 0.007 0.146 -0.67 0.67
産業間移動×仕事関係の友人・知人 -0.010 0.201 -0.67 0.67 -0.007 0.205 -0.67 0.67
産業間移動×学生時代の友人・知人 -0.005 0.140 -0.67 0.67 0.020 0.171 -0.67 0.67
2009年調査（Wave3）ダミー 0.320 0.467 0 1 0.344 0.476 0 1 0.341 0.474 0 1 0.331 0.471 0 1
2011年調査（Wave5）ダミー 0.314 0.464 0 1 0.280 0.450 0 1 0.341 0.474 0 1 0.316 0.466 0 1
観察数 2612 189 2212 272
男性サンプル（全体） 男性サンプル（転職者のみ） 女性サンプル（全体） 女性サンプル（転職者のみ）
 215 
 



























∗ = 𝒘𝒊′𝜶+ 𝑒𝑖 式 5.1 








8 ) ．  
 
6 分析結果  
 













































家族・親族（センタリング） -4.706 38.252 -66.285 54.564 147.588 * 73.708 -9.246 38.152
仕事関係（センタリング） 15.733 33.788 -5.777 45.011 49.581 70.948 27.449 36.235
学生時代（センタリング） -53.826 32.914 -135.120 * 55.936 63.693 77.654 -31.235 52.853
年齢 0.678 4.372 -0.066 4.059 0.376 4.259 0.745 4.286
既婚 8.456 21.786 10.566 21.405 11.196 21.603 7.210 21.828
転職前後での月あたり労働時間変化 0.329 ** 0.126 0.314 * 0.127 0.326 ** 0.117 0.337 ** 0.127
本人上層ホワイト 10.263 23.499 6.831 23.018 18.188 22.486 9.076 24.099
本人非正規 -31.072 21.575 -28.849 20.783 -33.637 † 19.421 -30.721 21.560
失業リスク -5.388 8.579 -5.250 8.288 1.304 7.950 -4.367 8.453
単身世帯 11.660 29.268 18.732 28.412 10.419 28.399 8.046 30.605
勤続年数 -4.386 3.379 -4.909 3.112 -3.986 3.102 -3.986 3.321
学校卒業後年数 -3.301 4.493 -2.860 4.192 -3.240 4.387 -3.451 4.421
家族・親族個人内平均 49.433 36.553 38.106 34.776 66.573 † 36.543 51.886 36.370
仕事関係個人内平均 18.368 32.545 11.017 32.838 9.694 32.148 18.275 32.831
学生時代個人内平均 -1.635 32.692 11.392 32.320 -9.126 33.921 -2.285 32.476
本人大卒以上 -0.826 25.605 0.218 25.807 -3.789 25.434 -0.319 25.675
父上層ホワイト 6.732 24.094 6.947 23.295 9.789 23.809 6.353 24.232
職種間移動 16.767 22.540 16.426 22.587 19.926 21.588 17.344 23.615








産業間移動×学生時代（センタリング） 158.095 * 64.567






Wave3ダミー -53.509 * 22.024 -56.470 * 22.026 -54.013 * 21.288 -54.418 * 22.108
Wave5ダミー 19.254 19.525 15.304 19.615 16.847 18.872 20.952 19.751











家族・親族（センタリング） 0.114 0.169 0.113 0.169 0.112 0.169 0.114 0.169
仕事関係（センタリング） 0.020 0.138 0.019 0.138 0.019 0.138 0.020 0.138
学生時代（センタリング） 0.105 0.137 0.105 0.137 0.105 0.137 0.105 0.137
年齢 0.014 0.022 0.014 0.022 0.014 0.022 0.014 0.022
既婚 0.261 * 0.102 0.261 * 0.102 0.261 * 0.102 0.261 * 0.102
本人上層ホワイト -0.037 0.098 -0.037 0.098 -0.036 0.097 -0.037 0.098
本人非正規 0.616 *** 0.107 0.617 *** 0.107 0.616 *** 0.107 0.616 *** 0.107
失業リスク 0.205 *** 0.048 0.205 *** 0.048 0.205 *** 0.048 0.205 *** 0.048
単身世帯 0.149 0.136 0.149 0.136 0.149 0.136 0.149 0.136
勤続年数 -0.119 *** 0.024 -0.119 *** 0.023 -0.119 *** 0.024 -0.119 *** 0.024
勤続年数2乗 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001
学校卒業後年数 -0.040 † 0.020 -0.040 † 0.020 -0.040 † 0.020 -0.040 † 0.020
家族・親族個人内平均 -0.176 0.136 -0.176 0.136 -0.175 0.136 -0.176 0.136
仕事関係個人内平均 -0.046 0.111 -0.047 0.111 -0.047 0.111 -0.046 0.111
学生時代個人内平均 0.056 0.156 0.056 0.156 0.056 0.156 0.056 0.156
本人大卒以上 -0.266 * 0.113 -0.266 * 0.113 -0.266 * 0.113 -0.266 * 0.113
父上層ホワイト 0.097 0.097 0.097 0.097 0.097 0.097 0.097 0.097
Wave3ダミー 0.058 0.100 0.059 0.100 0.058 0.100 0.058 0.100
Wave5ダミー -0.014 0.109 -0.014 0.109 -0.014 0.109 -0.014 0.109
切片 -1.441 ** 0.469 -1.442 ** 0.469 -1.442 ** 0.469 -1.441 ** 0.469





*** p  < .001, ** p  < .01, * p < .05, † p  < .1
標準誤差は，ネスト構造を考慮したロバスト標準誤差を用いた（個人数は1312）．
3442.392 3435.12 3431.112 3441.686
189 189 189 189
2423 2423 2423 2423
2612 2612 2612 2612
係数 係数 係数 係数






















家族・親族（センタリング） -44.086 * 18.928 -16.460 23.981 -17.097 36.722 -37.036 † 21.210
仕事関係（センタリング） 28.984 21.166 33.535 34.532 46.182 42.179 14.876 19.315
学生時代（センタリング） 0.354 23.367 13.480 49.955 -23.926 49.404 -2.531 26.489
年齢 1.467 2.494 1.852 2.540 1.498 2.529 1.512 2.424
既婚 -8.413 15.757 -9.340 15.349 -8.125 15.903 -10.226 15.548
転職前後での月あたり労働時間変化 0.251 * 0.097 0.249 * 0.098 0.259 ** 0.099 0.255 ** 0.097
本人上層ホワイト -2.491 14.497 -0.444 14.383 -2.427 14.768 -1.174 13.927
本人非正規 -0.662 23.515 1.021 20.924 -2.234 23.060 2.159 21.975
失業リスク -11.537 11.132 -11.552 10.514 -12.873 10.232 -10.899 10.063
単身世帯 15.097 22.428 15.699 22.239 15.518 22.646 14.914 22.096
勤続年数 2.259 2.877 2.289 2.596 2.504 2.715 2.204 2.668
学校卒業後年数 0.631 2.778 0.145 2.762 0.634 2.772 0.507 2.668
家族・親族個人内平均 0.888 18.935 4.077 18.921 0.066 18.795 -0.396 18.812
仕事関係個人内平均 28.702 17.756 27.236 17.606 28.872 17.746 25.531 18.100
学生時代個人内平均 -2.431 21.775 -6.204 22.014 -3.142 21.701 -0.483 21.013
本人大卒以上 -14.568 16.533 -17.451 16.844 -13.671 16.788 -15.503 16.444
父上層ホワイト 0.453 14.459 2.409 14.675 0.327 14.702 -0.304 14.518
職種間移動 23.689 † 12.654 22.213 † 12.396 22.211 † 12.865 23.458 † 12.662















Wave3ダミー -0.028 13.448 -0.987 13.598 0.408 13.519 -1.215 13.546
Wave5ダミー -8.788 13.445 -9.904 13.163 -7.135 13.459 -11.632 13.568











家族・親族（センタリング） 0.052 0.148 0.051 0.148 0.050 0.148 0.051 0.148
仕事関係（センタリング） -0.202 0.136 -0.202 0.137 -0.205 0.136 -0.199 0.135
学生時代（センタリング） 0.289 † 0.155 0.290 † 0.155 0.289 † 0.154 0.290 † 0.155
年齢 0.028 0.019 0.029 0.019 0.028 0.019 0.028 0.019
既婚 -0.176 † 0.092 -0.176 † 0.092 -0.175 † 0.092 -0.176 † 0.092
本人上層ホワイト 0.138 0.094 0.138 0.094 0.139 0.093 0.137 0.094
本人非正規 0.515 *** 0.085 0.515 *** 0.085 0.514 *** 0.085 0.515 *** 0.085
失業リスク 0.250 *** 0.042 0.250 *** 0.042 0.251 *** 0.042 0.250 *** 0.042
単身世帯 0.079 0.124 0.079 0.124 0.080 0.124 0.079 0.124
勤続年数 -0.094 *** 0.022 -0.094 *** 0.022 -0.094 *** 0.022 -0.094 *** 0.023
勤続年数2乗 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001
学校卒業後年数 -0.044 * 0.018 -0.045 * 0.018 -0.045 * 0.018 -0.044 * 0.018
家族・親族個人内平均 -0.091 0.128 -0.090 0.127 -0.092 0.127 -0.090 0.127
仕事関係個人内平均 -0.047 0.111 -0.047 0.111 -0.046 0.110 -0.047 0.111
学生時代個人内平均 0.112 0.139 0.110 0.138 0.113 0.138 0.110 0.138
本人大卒以上 -0.143 0.096 -0.143 0.096 -0.144 0.095 -0.142 0.096
父上層ホワイト 0.016 0.089 0.016 0.089 0.017 0.089 0.016 0.089
Wave3ダミー -0.057 0.092 -0.058 0.092 -0.057 0.092 -0.058 0.092
Wave5ダミー -0.128 0.094 -0.128 0.094 -0.127 0.094 -0.128 0.094
切片 -1.842 *** 0.436 -1.844 *** 0.436 -1.843 *** 0.435 -1.838 *** 0.436





*** p  < .001, ** p  < .01, * p < .05, † p  < .1
標準誤差は，ネスト構造を考慮したロバスト標準誤差を用いた（個人数は1176）．
4642.4 4638.4 4641.474 4641.012
272 272 272 272
1940 1940 1940 1940
2212 2212 2212 2212
係数 係数 係数 係数
































は，仮説 H1-1 および H1-2 が支持されなかったことを意味する．  






















































































































3)  若年，壮年パネル調査は 2007 年に日本全国に居住する 20～ 34 歳，お
よび 35～ 40 歳の男女を母集団として，郵送配布，訪問回収により行わ
れた調査である．第 1 回調査（Wave1）は 2007 年 1～ 3 月にかけて実
施され，その後毎年同時期に追跡調査が行われている．なお，第 5 回調









5)  JLPS では具体的な給与所得の質問もなされているが，Wave2 以降で尋
ねられている．そのため Wave1 から Wave2 にかけての所得変化を分析
に加えることはできない．分析に用いるサンプルサイズを確保すること
を優先し，今回はプリコードでの個人所得質問を用いることとした．  




ほぼ等しい．詳細については原編（ 1995）を参照されたい．  



















第 6 章  ジョブ・マッチングと社会ネットワーク  
 

















and Kariya 1989; 苅谷 1991;Brinton and Kariya 1998)．しかし，若年者の初期
キャリアにおいて，情報の不完全性を補うと考えられるのは学校だけではな
い．経済社会学では，社会ネットワークとキャリアの関係に関する研究が蓄



































































































4 使用データ  
 
以上の仮説を検討するため，本章では，東京大学社会科学研究所・パネル






を分析する 1 ) ．記述統計量は表 6.2 に示す．  


























することができる」を足し合わせたものを用いる 4 ) ．これらの変数の相関係
数は 0.55 である．  
平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
負担の度合い 1.095 0.996 0 3 0.728 0.855 0 3
協力の度合い 1.098 1.071 0 3 1.299 1.064 0 3
仕事の自律性 5.063 1.719 2 8 4.748 1.670 2 8
職能形成の機会 5.149 1.646 2 8 4.809 1.809 2 8
ワークライフバランス 2.194 1.017 1 4 2.441 1.091 1 4
失業可能性 1.591 0.838 1 4 1.540 0.840 1 4
現職入職経路・学校関係 0.150 0.358 0 1 0.136 0.342 0 1
現職入職経路・家族親族関係 0.107 0.309 0 1 0.091 0.287 0 1
現職入職経路・友人知人関係 0.132 0.338 0 1 0.130 0.336 0 1
高校 0.324 0.468 0 1 0.285 0.451 0 1
短大・専門・高専 0.222 0.416 0 1 0.455 0.498 0 1
大学・大学院 0.429 0.495 0 1 0.252 0.434 0 1
管理 0.014 0.118 0 1 0.001 0.032 0 1
事務 0.199 0.400 0 1 0.438 0.496 0 1
販売 0.166 0.372 0 1 0.148 0.355 0 1
熟練 0.224 0.417 0 1 0.069 0.254 0 1
半熟練 0.124 0.329 0 1 0.053 0.224 0 1
非熟練 0.060 0.238 0 1 0.066 0.249 0 1
農業 0.015 0.122 0 1 0.004 0.060 0 1
30～299名 0.267 0.442 0 1 0.269 0.444 0 1
300名以上・官公庁 0.391 0.488 0 1 0.316 0.465 0 1
従業先規模不明 0.048 0.214 0 1 0.139 0.346 0 1
非正規雇用ダミー 0.136 0.343 0 1 0.433 0.496 0 1
自営・家族従業・内職ダミー 0.080 0.272 0 1 0.052 0.223 0 1
有配偶ダミー 0.492 0.500 0 1 0.524 0.500 0 1
初職継続 0.535 0.499 0 1 0.528 0.499 0 1
現在有職ダミー 0.954 0.211 0 1 0.758 0.429 0 1
1991～1999年現職開始 0.355 0.479 0 1 0.278 0.448 0 1
2000年～現職開始 0.590 0.492 0 1 0.681 0.466 0 1



















職業 8 分類（ ref:専門的・技術的職業），就業先規模（ ref:300 人以上），従業
上の地位（ ref :正規雇用），有配偶ダミー，転職経験の有無，現在就業してい
るか，そして現職（辞める前の直近職）の開始年コーホート（ ref:～ 1989 年）







5 分析結果  
 





6.3 は男性サンプル，表 6.4 は女性サンプルについての基礎分析の結果であ
る 5 ) ．  
 
表 6. 3 基礎分析の結果（男性）  
 
 
























負担の度合い 1.044 1.382 *** 1.119 0.888 ** 1.118 0.937 **
協力の度合い 1.081 1.194 † 1.085 1.200 1.087 1.167
仕事の自律性 5.072 5.010 5.065 5.044 5.084 4.925
職能形成の機会 5.096 5.444 *** 5.123 5.361 † 5.171 5.000
ワークライフバランス 2.208 2.115 2.184 2.278 2.192 2.202
失業可能性 1.605 1.507 † 1.611 1.420 ** 1.577 1.679 †
N 1627 288 1710 205 1663 252














負担の度合い 0.694 0.947 *** 0.737 0.635 0.756 0.537 ***
協力の度合い 1.276 1.447 * 1.306 1.225 1.291 1.353
仕事の自律性 4.745 4.767 4.762 4.607 4.743 4.780
職能形成の機会 4.729 5.320 *** 4.818 4.719 4.806 4.831
ワークライフバランス 2.477 2.207 *** 2.436 2.489 2.424 2.549 †
失業可能性 1.550 1.477 1.544 1.506 1.542 1.533
N 1697 266 1785 178 1708 255











































5.2 重回帰分析による検討  
 
5.2.1 職場環境に対する社会ネットワークの効果  
表 6.3，表 6.4 で観察された入職経路間での違いは，その他の共変量によ
る影響をコントロールした後でも観察されるのだろうか．それを検討した結
果が表 6.4，表 6.5 である．ここでの分析は重回帰分析を用いている．重回
帰分析における入職経路の効果は，それぞれの入職経路を利用しなかった場
合と比較した場合の効果を示している（係数は非標準化係数）．  










































表 6. 5 重回帰分析の結果（男性・入職経路と転職経験の交互作用なし） 
 
  
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
現職入職経路・学校関係 0.145 * 0.069 0.101 0.077 0.056 0.118 0.109 0.115 0.010 0.072 0.062 0.059
現職入職経路・家族親族関係 -0.205 ** 0.073 0.149 † 0.082 0.052 0.124 0.320 ** 0.121 0.170 * 0.076 -0.166 ** 0.062
現職入職経路・友人知人関係 -0.140 * 0.067 0.146 † 0.075 -0.098 0.114 0.095 0.111 0.076 0.069 -0.027 0.057
高校 -0.019 0.145 0.028 0.162 0.488 * 0.247 -0.133 0.240 0.191 0.150 0.050 0.124
短大・専門・高専 -0.005 0.148 0.115 0.166 0.352 0.252 0.078 0.246 0.161 0.153 0.005 0.127
大学・大学院 0.024 0.149 0.081 0.167 0.577 * 0.254 0.119 0.247 0.306 * 0.154 -0.080 0.128
管理 -0.060 0.191 0.350 0.213 0.508 0.325 -0.015 0.316 -0.318 0.197 0.033 0.163
事務 -0.366 *** 0.071 -0.036 0.079 -0.397 ** 0.121 -0.413 *** 0.118 -0.048 0.074 -0.091 0.061
販売 -0.286 *** 0.075 -0.008 0.083 -0.072 0.127 -0.559 *** 0.124 -0.183 * 0.077 -0.037 0.064
熟練 -0.212 ** 0.075 0.083 0.084 -0.552 *** 0.128 -0.020 0.125 -0.237 ** 0.078 -0.064 0.064
半熟練 -0.355 *** 0.086 -0.074 0.096 -0.894 *** 0.147 -0.529 *** 0.143 -0.264 ** 0.089 -0.077 0.074
非熟練 -0.407 *** 0.108 0.124 0.121 -0.813 *** 0.184 -0.680 *** 0.179 -0.101 0.112 -0.135 0.092
農業 -0.447 * 0.191 0.276 0.213 0.232 0.325 0.036 0.316 0.406 * 0.197 -0.139 0.163
30～299名 0.218 ** 0.064 0.142 * 0.071 -0.313 ** 0.109 0.102 0.106 -0.116 † 0.066 -0.093 † 0.055
300名以上・官公庁 0.231 *** 0.064 0.247 ** 0.071 -0.470 *** 0.108 0.715 *** 0.106 0.060 0.066 -0.270 *** 0.054
従業先規模不明 0.031 0.114 0.039 0.127 -0.393 * 0.193 0.259 0.188 0.132 0.117 -0.237 * 0.097
非正規雇用ダミー -0.291 *** 0.072 0.063 0.080 -0.231 † 0.122 -0.179 0.119 0.403 *** 0.074 0.305 *** 0.061
自営・家族従業・内職ダミー -0.604 *** 0.091 -0.102 0.102 0.746 *** 0.155 0.089 0.151 0.600 *** 0.094 0.098 0.078
有配偶ダミー 0.017 0.050 -0.036 0.056 0.211 * 0.085 0.173 * 0.083 0.198 *** 0.052 -0.053 0.043
初職継続 -0.116 * 0.054 -0.040 0.060 -0.016 0.092 -0.002 0.089 0.034 0.056 -0.152 ** 0.046
現在有職ダミー -0.073 0.108 0.332 ** 0.120 0.585 ** 0.183 0.598 ** 0.178 0.351 ** 0.111 -0.168 † 0.092
1991～1999年現職開始 0.013 0.107 -0.256 * 0.119 -0.041 0.181 -0.061 0.177 -0.132 0.110 -0.020 0.091
2000年～現職開始 -0.030 0.120 -0.243 † 0.135 0.091 0.205 -0.117 0.199 0.009 0.124 0.030 0.103
2007年時年齢 0.002 0.006 -0.019 ** 0.006 0.043 *** 0.010 -0.029 ** 0.010 -0.004 0.006 0.001 0.005
切片 1.364 *** 0.328 1.396 *** 0.367 3.124 *** 0.559 5.438 *** 0.544 1.672 *** 0.339 1.988 *** 0.280
調整済みR2
N




1915 1915 1915 1915
ワークライフバランス 失業可能性












係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
現職入職経路・学校関係 0.049 0.062 -0.012 0.079 0.221 † 0.124 0.109 0.129 0.094 0.077 0.147 * 0.063
現職入職経路・家族親族関係 -0.090 0.066 -0.059 0.084 -0.151 0.132 -0.026 0.137 0.111 0.082 0.040 0.067
現職入職経路・友人知人関係 -0.143 * 0.056 0.058 0.071 0.125 0.111 0.133 0.116 0.007 0.070 -0.006 0.057
高校 -0.278 0.214 -0.145 0.273 -0.216 0.427 -0.447 0.445 0.168 0.268 -0.239 0.219
短大・専門・高専 -0.187 0.214 -0.073 0.273 -0.290 0.427 -0.359 0.445 0.102 0.267 -0.175 0.218
大学・大学院 -0.075 0.216 -0.196 0.276 0.033 0.431 -0.325 0.449 0.146 0.270 -0.040 0.221
管理 0.061 0.576 -0.343 0.735 0.243 1.148 -1.449 1.198 -0.472 0.720 -0.646 0.588
事務 -0.259 *** 0.050 -0.469 *** 0.064 0.391 *** 0.100 -1.174 *** 0.104 0.113 † 0.062 0.068 0.051
販売 -0.190 ** 0.066 -0.169 * 0.084 0.349 ** 0.131 -0.605 *** 0.136 0.179 * 0.082 0.134 * 0.067
熟練 -0.033 0.083 -0.120 0.106 -0.211 0.166 -0.461 ** 0.173 0.035 0.104 0.110 0.085
半熟練 0.056 0.093 -0.466 *** 0.119 -0.367 * 0.186 -1.301 *** 0.194 0.220 † 0.117 -0.043 0.095
非熟練 -0.171 * 0.084 -0.192 † 0.108 -0.011 0.168 -0.423 * 0.176 0.217 * 0.106 -0.010 0.086
農業 -0.178 0.316 -0.175 0.403 0.017 0.630 -1.939 ** 0.658 0.260 0.395 0.199 0.323
30～299名 0.195 *** 0.052 0.038 0.066 -0.217 * 0.103 0.197 † 0.107 -0.089 0.064 0.012 0.053
300名以上・官公庁 0.256 *** 0.051 0.159 * 0.066 -0.251 * 0.103 0.858 *** 0.107 -0.021 0.064 -0.103 † 0.053
従業先規模不明 0.067 0.062 -0.030 0.080 -0.420 ** 0.124 0.340 ** 0.130 0.047 0.078 -0.100 0.064
非正規雇用ダミー -0.318 *** 0.045 0.095 † 0.057 -0.111 0.089 -0.485 *** 0.093 0.502 *** 0.056 0.165 *** 0.046
自営・家族従業・内職ダミー -0.342 *** 0.093 -0.367 ** 0.118 1.182 *** 0.185 -0.274 0.193 0.980 *** 0.116 0.175 † 0.095
有配偶ダミー -0.193 *** 0.046 0.005 0.059 0.140 0.092 0.224 * 0.096 0.367 *** 0.058 -0.190 *** 0.047
初職継続 -0.117 ** 0.041 0.049 0.053 -0.258 ** 0.082 -0.002 0.086 0.112 * 0.052 -0.173 *** 0.042
現在有職ダミー -0.162 ** 0.049 -0.061 0.062 0.452 *** 0.097 -0.163 0.101 0.375 *** 0.061 -0.098 * 0.050
1991～1999年現職開始 -0.101 0.101 -0.061 0.129 0.099 0.202 -0.172 0.210 0.079 0.126 0.011 0.103
2000年～現職開始 -0.052 0.108 -0.262 † 0.138 -0.139 0.216 -0.205 0.225 0.221 0.135 0.057 0.111
2007年時年齢 -0.001 0.004 -0.026 *** 0.005 -0.003 0.009 -0.030 ** 0.009 0.008 0.005 0.013 ** 0.004
切片 1.482 *** 0.291 2.673 *** 0.371 4.787 *** 0.580 6.897 *** 0.605 0.968 ** 0.364 1.389 *** 0.297
調整済みR2
N
*** p < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p  < .1
失業可能性負担の度合い 協力の度合い 仕事の自律性 職能形成の機会 ワークライフバランス
1963
0.1062 0.0648 0.0688 0.1364 0.1415 0.0341



















果が相殺しあってしまうために，表 6.3，表 6.4 では学校経由の就職の見か
けの効果が認められないように観察されたのであると考えられる．  
 

























表 6. 7 重回帰分析の結果（男性・入職経路と転職経験の交互作用あり） 
 
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
現職入職経路・学校関係 0.181 * 0.073 0.102 0.082 0.034 0.125 0.133 0.121 -0.005 0.076 0.098 0.063
現職入職経路・家族親族関係 -0.276 ** 0.096 -0.004 0.107 -0.055 0.164 0.125 0.159 0.164 † 0.099 -0.125 0.082
現職入職経路・友人知人関係 -0.159 0.109 -0.049 0.122 -0.210 0.186 -0.129 0.181 0.091 0.113 0.057 0.093
高校 -0.049 0.145 0.007 0.162 0.483 † 0.248 -0.172 0.240 0.198 0.150 0.037 0.124
短大・専門・高専 -0.029 0.149 0.100 0.166 0.350 0.253 0.048 0.246 0.166 0.154 -0.007 0.127
大学・大学院 0.004 0.150 0.068 0.167 0.574 * 0.255 0.095 0.247 0.309 * 0.155 -0.090 0.128
管理 -0.061 0.191 0.350 0.213 0.508 0.325 -0.015 0.315 -0.318 0.197 0.032 0.163
事務 -0.360 *** 0.071 -0.022 0.079 -0.389 ** 0.121 -0.396 ** 0.118 -0.048 0.074 -0.094 0.061
販売 -0.286 *** 0.075 -0.009 0.083 -0.072 0.127 -0.560 *** 0.123 -0.183 * 0.077 -0.037 0.064
熟練 -0.214 ** 0.075 0.081 0.084 -0.553 *** 0.128 -0.024 0.124 -0.237 ** 0.078 -0.065 0.064
半熟練 -0.355 *** 0.086 -0.069 0.096 -0.892 *** 0.147 -0.523 *** 0.142 -0.265 ** 0.089 -0.079 0.074
非熟練 -0.388 *** 0.108 0.141 0.121 -0.809 *** 0.185 -0.651 *** 0.179 -0.106 0.112 -0.128 0.093
農業 -0.452 * 0.191 0.282 0.213 0.236 0.325 0.041 0.315 0.405 * 0.197 -0.145 0.163
30～299名 0.217 ** 0.064 0.140 * 0.071 -0.312 ** 0.109 0.099 0.106 -0.114 † 0.066 -0.093 † 0.055
300名以上・官公庁 0.232 *** 0.064 0.243 ** 0.071 -0.472 *** 0.109 0.710 *** 0.105 0.061 0.066 -0.268 *** 0.055
従業先規模不明 0.053 0.114 0.070 0.127 -0.381 † 0.194 0.304 0.188 0.126 0.118 -0.234 * 0.097
非正規雇用ダミー -0.289 *** 0.072 0.070 0.080 -0.230 † 0.122 -0.170 0.119 0.401 *** 0.074 0.305 *** 0.061
自営・家族従業・内職ダミー -0.596 *** 0.091 -0.085 0.102 0.755 *** 0.155 0.112 0.151 0.598 *** 0.094 0.096 0.078
有配偶ダミー 0.020 0.050 -0.032 0.056 0.213 * 0.085 0.179 * 0.083 0.198 *** 0.052 -0.053 0.043
初職継続 -0.116 † 0.061 0.024 0.068 0.037 0.105 0.065 0.102 0.041 0.064 -0.193 *** 0.052
現在有職ダミー -0.079 0.108 0.322 ** 0.120 0.579 ** 0.183 0.585 ** 0.178 0.351 ** 0.111 -0.166 † 0.092
1991～1999年現職開始 0.005 0.107 -0.278 * 0.119 -0.053 0.182 -0.089 0.177 -0.130 0.111 -0.015 0.091
2000年～現職開始 -0.045 0.121 -0.274 * 0.135 0.075 0.205 -0.159 0.199 0.013 0.125 0.034 0.103
2007年時年齢 0.001 0.006 -0.021 ** 0.006 0.042 *** 0.010 -0.032 ** 0.010 -0.003 0.006 0.001 0.005
学校関係×転職 -0.625 * 0.253 -0.517 † 0.282 -0.038 0.431 -0.921 * 0.418 0.214 0.262 -0.306 0.216
家族親族関係×転職 0.187 0.146 0.371 * 0.163 0.251 0.249 0.483 * 0.241 0.007 0.151 -0.084 0.125
友人知人関係×転職 0.042 0.137 0.325 * 0.153 0.185 0.234 0.377 † 0.227 -0.025 0.142 -0.131 0.117
切片 1.446 *** 0.329 1.461 *** 0.368 3.132 *** 0.561 5.555 *** 0.545 1.647 *** 0.341 2.027 *** 0.282
調整済みR2
N
*** p < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p  < .1
失業可能性負担の度合い 協力の度合い 仕事の自律性 職能形成の機会 ワークライフバランス
1915
0.094 0.025 0.117 0.092 0.069 0.065










係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
現職入職経路・学校関係 0.079 0.066 -0.003 0.084 0.201 0.131 0.126 0.137 0.105 0.082 0.112 † 0.067
現職入職経路・家族親族関係 -0.119 0.082 -0.144 0.105 -0.148 0.163 -0.035 0.170 0.146 0.103 0.142 † 0.084
現職入職経路・友人知人関係 -0.197 * 0.080 0.027 0.102 -0.075 0.160 -0.028 0.167 -0.003 0.100 -0.072 0.082
高校 -0.284 0.214 -0.138 0.273 -0.239 0.427 -0.467 0.446 0.161 0.268 -0.258 0.218
短大・専門・高専 -0.190 0.214 -0.066 0.273 -0.313 0.427 -0.376 0.445 0.097 0.268 -0.195 0.218
大学・大学院 -0.076 0.216 -0.190 0.276 0.014 0.431 -0.338 0.450 0.142 0.270 -0.057 0.220
管理 0.045 0.575 -0.351 0.735 0.253 1.149 -1.458 1.198 -0.476 0.721 -0.625 0.587
事務 -0.259 *** 0.050 -0.466 *** 0.064 0.391 *** 0.100 -1.174 *** 0.104 0.112 † 0.063 0.065 0.051
販売 -0.192 ** 0.066 -0.172 * 0.084 0.342 ** 0.131 -0.610 *** 0.137 0.180 * 0.082 0.134 * 0.067
熟練 -0.022 0.083 -0.111 0.106 -0.210 0.166 -0.451 ** 0.173 0.035 0.104 0.096 0.085
半熟練 0.057 0.093 -0.466 *** 0.119 -0.359 † 0.187 -1.295 *** 0.195 0.221 † 0.117 -0.039 0.095
非熟練 -0.175 * 0.084 -0.196 † 0.108 -0.026 0.169 -0.434 * 0.176 0.217 * 0.106 -0.014 0.086
農業 -0.174 0.316 -0.177 0.403 0.023 0.631 -1.931 ** 0.658 0.264 0.396 0.203 0.322
30～299名 0.195 *** 0.052 0.038 0.066 -0.218 * 0.103 0.196 † 0.107 -0.089 0.065 0.011 0.053
300名以上・官公庁 0.254 *** 0.051 0.160 * 0.066 -0.257 * 0.103 0.852 *** 0.107 -0.023 0.064 -0.106 * 0.052
従業先規模不明 0.069 0.062 -0.026 0.080 -0.423 ** 0.124 0.339 ** 0.130 0.046 0.078 -0.107 † 0.064
非正規雇用ダミー -0.315 *** 0.045 0.094 0.057 -0.098 0.090 -0.475 *** 0.093 0.505 *** 0.056 0.173 *** 0.046
自営・家族従業・内職ダミー -0.337 *** 0.093 -0.362 ** 0.118 1.189 *** 0.185 -0.267 0.193 0.979 *** 0.116 0.172 † 0.095
有配偶ダミー -0.194 *** 0.046 0.005 0.059 0.137 0.092 0.222 * 0.096 0.367 *** 0.058 -0.190 *** 0.047
初職継続 -0.110 * 0.048 0.071 0.061 -0.201 * 0.095 0.033 0.099 0.102 † 0.060 -0.163 ** 0.049
現在有職ダミー -0.164 ** 0.049 -0.062 0.062 0.446 *** 0.097 -0.167 † 0.101 0.375 *** 0.061 -0.101 * 0.050
1991～1999年現職開始 -0.102 0.101 -0.064 0.129 0.099 0.202 -0.172 0.210 0.081 0.127 0.015 0.103
2000年～現職開始 -0.054 0.108 -0.266 † 0.138 -0.138 0.216 -0.205 0.225 0.222 0.135 0.062 0.110
2007年時年齢 -0.001 0.004 -0.026 *** 0.005 -0.003 0.009 -0.029 ** 0.009 0.008 0.005 0.013 ** 0.004
学校関係×転職 -0.362 † 0.190 -0.207 0.242 0.053 0.378 -0.305 0.395 -0.075 0.237 0.420 * 0.193
家族親族関係×転職 0.085 0.137 0.242 0.175 -0.025 0.273 0.021 0.285 -0.098 0.171 -0.303 * 0.139
友人知人関係×転職 0.105 0.111 0.063 0.142 0.384 † 0.222 0.311 0.231 0.018 0.139 0.124 0.113
切片 1.478 *** 0.291 2.653 *** 0.372 4.772 *** 0.581 6.889 *** 0.606 0.977 ** 0.364 1.401 *** 0.297
調整済みR2
N
*** p < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p  < .1
失業可能性負担の度合い 協力の度合い 仕事の自律性 職能形成の機会 ワークライフバランス
1963
0.107 0.061 0.069 0.136 0.140 0.038
















































































































































1)   第一波調査は郵送法，訪問回収により実施された．標本抽出の方法は層
化二段無作為抽出法である．有効回収率は若年サンプルが 34.5％（有効
アタック数 9771 票に対して有効回収数 3367），壮年サンプルが 40.4％
（有効 3549 票に対して有効回収数 1433 票）である．なお本章の分析で
用いるサンプルについては，男性のサンプルサイズは 1915，女性のサ
ンプルサイズは 1963 である．  




















4)   「かなりあてはまる」を 4 とし，「あてはまらない」を 1 とする 4 件順
序尺度である．以下の質問項目についても同様である．  
5)   これらの変数の平均値それ自体に実質的な意味はない．以降の分析では，
それぞれの入職経路を利用する場合としない場合の相対的な差に注目
して検討，解釈を行うこととなる．  










第 7 章  人的資本形成と社会ネットワーク  
 







the Job Training），OFF-JT（OFF the Job Training），自己啓発の 3 種に分けら
れる．OJT は職場での仕事を通じてなされる訓練，OFF-JT は職場外での訓
練・研修，そして自己啓発とは労働者が自発的に行う能力開発であるとされ




すると指摘されている（OECD 2009; 堀田  2009）．また，本章で検討する自
己啓発，OFF-JT は正規雇用への就業支援という側面から議論されている（小
杉・原  2011）．  
 
表 7. 1 自己啓発・ OFF-JT 経験割合の推移（ %）  
 
（出所：厚生労働省「能力開発基本調査」より筆者作成）  
H21 H22 H23 H24
男性 正社員以外 26.3 26.4 24.5 26.7
正社員 45.9 44.2 45.7 50.7
女性 正社員以外 18 15.6 17.6 20.1
正社員 34.9 36.8 39.5 41.1
H21 H22 H23 H24
男性 正社員以外 19.3 25.7 25.7 18.7
正社員 43.5 46 43.9 42
女性 正社員以外 16.5 16.9 16.9 19

















2 職業訓練の効果に関する議論と分析課題  
 






という点が検討されている（ Scherer 2004; McGinnity et  al .  2005; Blossfeld et  
al .  2008）．先行研究の多くは国際比較分析を通じて，労働市場の制度的差異
によって初期キャリア段階で有期雇用の職にいることの影響を明らかにし
ようとしている．  









ある（玄田  2008）．  
賃金変化に対する職業訓練の効果については，労働経済学の分野で研究が




証する実証研究がみられるようになった（黒沢  2003;  吉田  2004）．社会学
分野では，資格取得が収入に対して影響するかを検討する先行研究があるが























































































3 人的資本形成と社会ネットワークの関係の検証  
 
表 7. 2 検討する問いと仮説  
 
 
 以上の分析課題にもとづき，本章では表 7.2 に示される問い，およびそれ
らに対する仮説を検証する．以下，これらについて説明する．  
 最初の問いは，本章冒頭で触れた人的資本形成に，社会ネットワークが影






































4 使用データ  
 
分析に用いるのは，「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査」
（ JLPS）の 2009～ 2012 年調査データである．第 1 の課題である自己啓発と
OFF-JT の機会の規定要因の検討については，2009 年（Wave3）データと 2010
年（Wave4）データを用いる．第 2 の課題である非正規雇用から正規雇用へ
の移動，および賃金変化の検討については，2009 年（Wave3），2010 年（Wave4），
2011 年（Wave5）， 2012 年（Wave6）データを用いる．  
 第 1 の課題で用いる変数について説明する．自己啓発と OFF-JT の規定要
因の検討については，Wave4 調査で過去 1 年間でのこれらの能力開発経験の
























を基準とした 4 ) ．就業形態については正規雇用 5 ) を基準として，非正規雇用，
自営・家族従業者，学生，無職のダミー変数を用いている．  
職場環境については，企業規模と教育・訓練機会の変数を用いる．企業規




































 第 2 の課題の検討では， 2009 年から 2010 年の 1 年間で自己啓発または







した．その上で， 2009 年調査時の時給と 2010 年， 2011 年， 2012 年調査時
の時給の差を従属変数とする．時給の差は対数変換を施しているため，時給
が何パーセント変化したかを意味することになる．  
なお，従業上の地位，賃金の変化について 2009 年を基点とするのは， 1
年という比較的短期間で自己啓発や OFF-JT の効果が発現するとは限らず，
ラグを伴う可能性があるためである（吉田  2004）．以上の変数の要約統計量




表 7. 3 要約統計量（非正規雇用から正規雇用への移動）  
 
表 7. 4 要約統計量（賃金変化）  
 
 




平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
2010年時正規雇用 0.167 0.375 0 1 0.079 0.269 0 1
2011年時正規雇用 0.289 0.456 0 1 0.097 0.296 0 1
2012年時正規雇用 0.356 0.481 0 1 0.128 0.335 0 1
09‐10年間OFF-JT経験 0.222 0.418 0 1 0.202 0.402 0 1
09‐10年間自己啓発経験 0.300 0.461 0 1 0.220 0.415 0 1
仕事の相談相手・学生時代の友人知人 0.200 0.402 0 1 0.254 0.436 0 1
仕事の相談相手・仕事上の友人知人 0.344 0.478 0 1 0.474 0.500 0 1
仕事の相談相手・家族親族 0.533 0.502 0 1 0.757 0.430 0 1
専門・短大・高専ダミー 0.289 0.456 0 1 0.421 0.494 0 1
大学・大学院ダミー 0.411 0.495 0 1 0.196 0.398 0 1
2009年時職の勤続年数 3.322 3.926 0 19 3.387 3.919 0 19
2009年時職場での職能形成機会 4.567 1.818 2 8 4.508 1.814 2 8
2009年時失業可能性 2.022 1.049 1 4 1.754 0.862 1 4
2009年時年齢 32.056 5.470 23 43 35.495 5.633 23 43
2009年時専門・技術職 0.211 0.410 0 1 0.157 0.364 0 1
2009年時管理・事務職 0.100 0.302 0 1 0.366 0.482 0 1
2009年時29人以下 0.144 0.354 0 1 0.236 0.425 0 1
2009年時300人以上・官公庁 0.311 0.466 0 1 0.296 0.457 0 1
2009年時従業先規模不明 0.222 0.418 0 1 0.207 0.406 0 1
2009年時職能向上意識 3.211 0.918 1 4 3.094 0.733 1 4
2009年時単身世帯ダミー 0.100 0.302 0 1 0.055 0.228 0 1
2009年時月あたり労働時間 165.722 57.133 8 300 126.531 52.648 3 290
2009年時有配偶ダミー 0.267 0.445 0 1 0.589 0.493 0 1
男性（N=90） 女性（N=382）
非正規→正規への移動（2009年時非正規）
平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値
2009‐2010年間変化 0.023 0.354 -2.089594 2.990034 0.020 0.273 -2.139988 2.350317
2009‐2011年間変化 0.031 0.316 -2.420368 2.055725 0.024 0.272 -2.284236 2.350317
2009‐2012年間変化 0.060 0.306 -2.421079 1.432814 0.042 0.277 -2.079442 2.350317
09‐10年間OFF-JT経験 0.325 0.469 0 1 0.288 0.453 0 1
09‐10年間自己啓発経験 0.331 0.471 0 1 0.313 0.464 0 1
仕事の相談相手・学生時代の友人知人 0.241 0.428 0 1 0.304 0.460 0 1
仕事の相談相手・仕事上の友人知人 0.526 0.500 0 1 0.520 0.500 0 1
仕事の相談相手・家族親族 0.585 0.493 0 1 0.711 0.454 0 1
専門・短大・高専ダミー 0.212 0.409 0 1 0.454 0.498 0 1
大学・大学院ダミー 0.501 0.500 0 1 0.278 0.448 0 1
2009年時職の勤続年数 8.643 6.327 0 25 5.766 5.365 0 24
2009年時職場での職能形成機会 5.201 1.626 2 8 4.824 1.792 2 8
2009年時失業可能性 1.684 0.819 1 4 1.605 0.786 1 4
2009年時年齢 34.706 5.303 23 43 34.438 5.847 23 43
2009年時専門・技術職 0.265 0.441 0 1 0.268 0.443 0 1
2009年時管理・事務職 0.185 0.389 0 1 0.423 0.494 0 1
2009年時29人以下 0.213 0.410 0 1 0.258 0.438 0 1
2009年時300人以上・官公庁 0.448 0.498 0 1 0.329 0.470 0 1
2009年時従業先規模不明 0.035 0.183 0 1 0.110 0.313 0 1
2009年時職能向上意識 3.286 0.709 1 4 3.181 0.703 1 4
2009年時単身世帯ダミー 0.111 0.315 0 1 0.095 0.294 0 1
2009年時月あたり労働時間 207.678 54.904 21 465 160.678 56.450 4 420
2009年時有配偶ダミー 0.584 0.493 0 1 0.490 0.500 0 1
非正規雇用ダミー 0.095 0.293 0 1 0.434 0.496 0 1











挙げるにとどまるが，基本的な点については本節で確認しておきたい 6 ) ．  
 
5.1 傾向スコア法  
 



















𝑌𝑖 = 𝐷𝑌𝑖|𝐷=1 + (1 − 𝐷)𝑌𝑖|𝐷=0 式 7.1 
 
となる．D=1 の場合，事象 D が起こらなかった場合の結果変数は知ること




 原因と考えられる事象 D の生起について，反対の状況下で生じたであろ
う潜在的な結果のことを，反実仮想（Counterfactual）と呼ぶ．本来ならば，











ATC 式 7.4 
 
となる．ATT は Average Treatment Effect  for Treated，ATC は Average Treatment 































5.1.2 傾向スコア法とその仮定  
 調査観察データを用いた分析で，選択バイアスの影響を補正して原因事象
D の効果を推定するためには，事象 D の生起に先行する様々な要因から傾向
スコア（ Propensity Score）を求める必要がある．その上で，傾向スコアを用
いた重みづけやマッチングの手続きを経て処置群と統制群の比較を行うこ
とになる．傾向スコア（ Propensity Score）とは，対象者 i について原因と考




𝑒𝑖 = 𝑃𝑃 (𝐷 = 1|𝒙) 式 7.5 
 
となる． 𝑒𝑖は対象者 i の傾向スコアであり，それは様々な先行変数群（ベク




















 (𝑌0,𝑌1) ⊥ 𝐷|𝑒 式 7.6 
 







続きは，次の 2 点について統計的仮説検定を通じて保証することである．  
 
（ 1）  処置群と統制群の間で，傾向スコアの平均に差がない  








5.1.3 傾向スコアを用いた重み付け  
 傾向スコアを求めた後には，それを用いてマッチングや重みづけ，層別を
行って原因変数の処置効果を推定することになる．本章では，重み付けによ
る分析を行う．マッチングにはNearest  Neighbor Matchingやキャリパーマッ
チングなどの手続きがあるが，マッチングの基準が一義的に定まっているわ








で結果変数 の差 を 検討す る方法を IPW 法（ Inverse Probabil i ty Weighting 








 式 7.7 
E�(y0) = Σ (1 − 𝑧𝑖)𝑦𝑖1 − 𝑒𝑖
Σ
1 − 𝑧𝑖1 − 𝑒𝑖  式 7.8 
 
と表現できる（ z は割り当て変数，e は傾向スコア）．求められた重み付け平
均の差は，先に述べた ATE に相当する．  
263 
 
5.2 差分の差推定（DID Estimation）  
 
5.2.1 差分の差推定の概要  
差分の差推定は 2 時点間のパネルデータ分析において因果効果を推定す




𝑦𝑖𝑖|𝐷=1 = 𝜔𝑖|𝐷=1 + 𝑑𝑖 + 𝛾 + 𝜖𝑖𝑖|𝐷=1 式 7.9 




有無を表す指標で，訓練を受けた場合 1，受けなかった場合 0 とコード化さ
れている．そして，𝜔𝑖は時間不変の個体差，𝑑𝑖は個体共通にみられる時点の
効果 8 ) ，𝜖𝑖𝑖は誤差である．そして，γが職業訓練を受けた場合の因果効果であ
り，統制群には含まれない．処置や介入のより正確な因果効果を求めたい場
合には， γをいかにして適切に推定するかが重要になる．  


















𝐸(𝑦 ∙𝑖|𝐷=1 − 𝑦∙𝑖|𝐷=0) = 𝛾� + 𝐸�𝜔∙|𝐷=1 − 𝜔∙|𝐷=0� 式 7.13 
 
となる．  








とが可能である．ここで， 1 期前の t -1 期における処置群と統制群の結果変
数を考えると，  
 
𝑦𝑖𝑖−1|𝐷=1 = 𝜔𝑖|𝐷=1 + 𝑑𝑖−1 + 𝜖𝑖𝑖−1|𝐷=1 式 7.14 
𝑦𝑖𝑖−1|𝐷=0 = 𝜔𝑖|𝐷=0 + 𝑑𝑖−1 + 𝜖𝑖𝑖−1|𝐷=0 式 7.15 
 
と表すことができる．ここで，𝜔𝑖は時間不変であるので t 期の場合と変わら
ない．処置群の t -1 期の結果変数については，まだ処置・介入を受ける前で
あるため，因果効果 𝛾は含まれない．  
 ここで，処置群と統制群のそれぞれについて， t 期と t -1 期での結果変数
の差の期待値を求めると，次のように表記することができる．  
 
𝐸�𝑦∙𝑖|𝐷=1 − 𝑦∙𝑖−1|𝐷=1� = 𝛾� + 𝐸�𝜔∙|𝐷=1 − 𝜔∙|𝐷=1� + 𝐸(𝑑𝑖 − 𝑑𝑖−1) + 𝐸(𝜖∙𝑖|𝐷=1 − 𝜖∙𝑖−1|𝐷=1) 式 7.16 








𝐸�𝑦∙𝑖|𝐷=1 − 𝑦∙𝑖−1|𝐷=1� = 𝛾� + 𝐸(𝑑𝑖 − 𝑑𝑖−1) 式 7.18 
𝐸�𝑦∙𝑖|𝐷=0 − 𝑦∙𝑖−1|𝐷=0� = 𝐸(𝑑𝑖 − 𝑑𝑖−1) 式 7.19 
 
となる．さらに， 2 群のそれぞれについての 2 時点間の差分の差をとると，
時間固有の効果が除去され，  
 
𝐸�𝑦∙𝑖|𝐷=1 − 𝑦∙𝑖−1|𝐷=1� − 𝐸�𝑦∙𝑖|𝐷=0 − 𝑦∙𝑖−1|𝐷=0� = 𝛾� 式 7.20 
 
となる．これにより，観察されない異質性を除去した処置・介入の効果を得
ることができる．2 時点間の結果変数の差について，さらに 2 群間で差をと
ることによって推定された因果効果 𝛾�を，DID 推定量（Difference in Difference 
Estimator:  差分の差推定量）と呼ぶ．  
 















6 分析結果  
 
6.1 基礎分析の結果  
 
6.1.1 社会ネットワークと能力開発経験の関係  





大きくなる．図 7.1 は 2009 年調査時に非正規雇用労働者であった者に限定
し，図 7.2 はその他の働き方も含めた結果である．  
 
 




図 7. 2 社会ネットワークと能力開発経験の関連（全体，オッズ比）  
 
 図 7.1 の結果から，学生時代の友人・知人への相談が能力開発経験と結び
つきやすいことが分かる．男性については自己啓発，OFF-JT の双方で 2.2，
2.1 倍経験しやすい．女性については，OFF-JT では相談の有無はほとんど経
験の有無と関連しないが，自己啓発経験については 1.9 倍の開きがある．  
 それに比べて，仕事関係の友人・知人と家族・親族については対応関係が
弱い．仕事関係の友人・知人に相談する場合，1.2 倍～ 1.5 倍能力開発経験を
もちやすいものの，学生時代の友人・知人に比べると結びつきは弱い．家族・
親族に相談する場合は，相談しない場合ほぼ違いがないといえる．  




























表 7. 5 非正規雇用から正規雇用への移動比率に関する基礎分析結果  
 
平均（比率） 標準誤差 N 平均（比率） 標準誤差 N
2009年→2010年 経験なし 0.11 0.04 63 0.06 0.01 298
経験あり 0.30 0.09 27 0.15 0.04 84
比率の差 0.19 0.10
2009年→2011年 経験なし 0.21 0.05 63 0.06 0.01 298
経験あり 0.48 0.10 27 0.21 0.05 84
比率の差 0.28 0.15
2009年→2012年 経験なし 0.25 0.06 63 0.09 0.02 298
経験あり 0.59 0.10 27 0.27 0.05 84
比率の差 0.34 0.19
平均（比率） 標準誤差 N 平均（比率） 標準誤差 N
2009年→2010年 経験なし 0.11 0.04 70 0.06 0.01 305
経験あり 0.35 0.11 20 0.17 0.04 77
比率の差 0.24 0.11
2009年→2011年 経験なし 0.23 0.05 70 0.07 0.01 305
経験あり 0.50 0.11 20 0.22 0.05 77
比率の差 0.27 0.16
2009年→2012年 経験なし 0.29 0.05 70 0.09 0.02 305












の効果はほとんどみられない．しかし，女性サンプルの 2009 年と 2012 年の





6.2 多変量解析・傾向スコア法による分析  
 






平均（比率） 標準誤差 N 平均（比率） 標準誤差 N
2009年→2010年 経験なし 0.01 0.02 480 0.01 0.01 418
経験あり 0.04 0.03 238 0.04 0.02 190
差分の差 0.03 0.02
2009年→2011年 経験なし 0.02 0.01 480 0.02 0.01 418
経験あり 0.05 0.02 238 0.03 0.02 190
差分の差 0.03 0.01
2009年→2012年 経験なし 0.05 0.01 480 0.03 0.01 418
経験あり 0.08 0.02 238 0.06 0.02 190
差分の差 0.03 0.02
平均（比率） 標準誤差 N 平均（比率） 標準誤差 N
2009年→2010年 経験なし 0.02 0.02 485 0.01 0.01 433
経験あり 0.03 0.03 233 0.05 0.02 175
差分の差 0.01 0.04
2009年→2011年 経験なし 0.03 0.01 485 0.02 0.01 433
経験あり 0.03 0.02 233 0.04 0.02 175
差分の差 -0.01 0.03
2009年→2012年 経験なし 0.06 0.01 485 0.03 0.01 433








表 7. 7 能力開発経験に関する二項ロジットモデルの結果（非正規のみ）  
 
















た，OFF-JT については従業先規模が 1～ 29 名である場合（ 10％水準での傾
向），月あたり労働時間が長いほど経験を持ちやすい．自己啓発については，
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
仕事の相談相手・学生時代の友人知人 1.123 0.829 1.262 † 0.747 -0.181 0.354 0.448 0.327
仕事の相談相手・仕事上の友人知人 -0.918 0.860 -0.614 0.667 0.072 0.295 -0.093 0.291
仕事の相談相手・家族親族 -0.723 0.734 -0.009 0.619 0.058 0.346 -0.313 0.326
専門・短大・高専ダミー 1.631 1.052 1.787 † 0.959 0.223 0.345 0.173 0.348
大学・大学院ダミー 1.765 † 1.055 1.924 † 0.980 0.714 † 0.417 0.335 0.421
2009年時職の勤続年数 -0.017 0.096 -0.013 0.082 0.007 0.038 -0.003 0.038
2009年時職場での職能形成機会 0.186 0.217 0.169 0.175 0.277 ** 0.085 0.173 * 0.083
2009年時失業可能性 -0.169 0.362 -0.085 0.289 0.012 0.173 0.037 0.165
2009年時年齢 0.008 0.072 -0.010 0.060 0.031 0.032 0.036 0.031
2009年時専門・技術職 -0.177 0.919 0.938 0.717 0.624 0.406 1.183 ** 0.404
2009年時管理・事務職 0.745 1.149 -0.199 1.030 -0.353 0.331 0.132 0.329
2009年時29人以下 1.928 † 1.075 0.068 0.885 0.993 * 0.420 0.241 0.399
2009年時300人以上・官公庁 -0.585 0.943 -0.674 0.761 0.777 † 0.403 0.298 0.374
2009年時従業先規模不明 0.270 0.983 -1.277 0.883 0.514 0.443 -0.050 0.425
2009年時職能向上意識 0.003 0.433 0.484 0.396 0.420 † 0.214 0.771 *** 0.221
2009年時単身世帯ダミー 1.866 1.141 1.765 † 1.021 0.470 0.630 0.721 0.578
2009年時月あたり労働時間 0.022 ** 0.008 -0.001 0.005 0.002 0.003 0.001 0.003
2009年時有配偶ダミー -0.775 0.987 0.651 0.784 0.061 0.392 -0.204 0.386





*** p < .001, ** p < .01, * p < .05, † p < .1
男性 女性





















表 7. 8 能力開発経験に関する二項ロジットモデルの結果（全体）  
 







係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
仕事の相談相手・学生時代の友人知人 0.643 ** 0.209 0.591 ** 0.206 0.172 0.233 0.553 * 0.229
仕事の相談相手・仕事上の友人知人 0.010 0.191 0.178 0.189 0.140 0.216 -0.246 0.218
仕事の相談相手・家族親族 0.094 0.191 0.274 0.190 0.262 0.242 -0.188 0.238
専門・短大・高専ダミー 0.343 0.267 0.402 0.270 -0.136 0.279 0.315 0.288
大学・大学院ダミー 0.165 0.251 0.351 0.251 0.030 0.315 0.169 0.325
2009年時職の勤続年数 -0.032 † 0.019 -0.048 * 0.019 -0.042 † 0.024 -0.056 * 0.024
2009年時職場での職能形成機会 0.437 *** 0.064 0.238 *** 0.060 0.360 *** 0.068 0.333 *** 0.068
2009年時失業可能性 -0.302 * 0.123 -0.121 0.117 0.030 0.137 0.183 0.135
2009年時年齢 0.023 0.023 0.004 0.022 0.043 † 0.024 0.032 0.024
2009年時専門・技術職 0.435 † 0.228 0.716 ** 0.224 0.759 ** 0.291 0.972 ** 0.295
2009年時管理・事務職 0.140 0.259 0.398 0.256 -0.261 0.265 -0.068 0.268
2009年時29人以下 -0.177 0.275 -0.125 0.268 0.157 0.293 -0.112 0.293
2009年時300人以上・官公庁 -0.093 0.218 -0.086 0.216 0.514 † 0.265 0.151 0.265
2009年時従業先規模不明 0.281 0.530 -0.426 0.553 0.059 0.398 -0.357 0.409
2009年時職能向上意識 0.111 0.138 0.409 ** 0.141 0.396 * 0.158 0.832 *** 0.165
2009年時単身世帯ダミー 0.088 0.318 0.377 0.314 0.440 0.350 0.511 0.352
2009年時月あたり労働時間 0.000 0.002 0.001 0.002 0.002 0.002 0.003 0.002
2009年時有配偶ダミー 0.411 † 0.234 0.749 ** 0.238 0.161 0.267 -0.023 0.270
2009年時非正規 0.088 0.350 0.393 0.338 -0.753 ** 0.287 -0.538 † 0.285
2009年時自営 -0.009 0.490 -0.109 0.490 -0.561 0.700 -0.508 0.713




*** p < .001, ** p < .01, * p < .05, † p < .1
718 718 608 608
0.126 0.173 0.123 0.217
791.237 800.074 603.946 591.478
男性 女性
















6.2.3 非正規雇用から正規雇用への移動に対する能力開発経験の効果  




されたい）．表 7.9 は， 2009 年調査時に非正規雇用であった者が 1 年間で自
己啓発，OFF-JT 経験を持つか否かでその後正規雇用に移動しやすくなるの




意ではないという結果となった．女性サンプルでは，2009 年から 2010 年に













表 7. 9 IPW 法による共変量調整後の正規雇用への移動割合  
 
 
6.2.4 賃金変化に対する能力開発経験の効果  
 賃金変化についてはどうか．基礎分析では，女性の自己啓発で 2009 年か
ら 2012 年にかけての変化が 5％水準で有意であるという結果が得られるだ
けであった．表 7.10 は， IPW 法で重みづけた後の DID 推定量である．  
 まず，自己啓発の効果について検討する．男性サンプルでは，基礎分析の
結果と同様に自己啓発の効果は有意ではなかった．女性サンプルでは，2009







2009年→2010年 経験なし 0.130 0.061
経験あり 0.279 0.173
比率の差 0.148 0.149 0.111 0.075
2009年→2011年 経験なし 0.210 0.071
経験あり 0.381 0.239
比率の差 0.170 0.202 0.168 0.075
2009年→2012年 経験なし 0.248 0.098
経験あり 0.505 0.293







2009年→2010年 経験なし 0.111 0.058
経験あり 0.597 0.178
比率の差 0.486 0.179 0.120 0.062
2009年→2011年 経験なし 0.221 0.068
経験あり 0.666 0.235
比率の差 0.445 0.177 0.166 0.066
2009年→2012年 経験なし 0.271 0.096
経験あり 0.671 0.272




















啓発に取り組むことで時給の上昇率が 7.8％ポイント高い．  
 
表 7. 10 IPW 法による共変量調整後の賃金変化（ DID 推定量）  
 
 







 女性サンプルでの OFF-JT の効果については，基礎分析では有意な結果が








2009年→2010年 経験なし 0.016 0.007
経験あり 0.044 0.011
差分の差 0.028 0.030 0.004 0.042
2009年→2011年 経験なし 0.030 0.021
経験あり 0.043 0.077
差分の差 0.012 0.024 0.057 0.041
2009年→2012年 経験なし 0.059 0.028
経験あり 0.059 0.107








2009年→2010年 経験なし 0.022 0.004
経験あり 0.026 0.047
差分の差 0.005 0.031 0.044 0.037
2009年→2011年 経験なし 0.046 0.017
経験あり 0.018 0.089
差分の差 -0.028 0.026 0.071 0.032
2009年→2012年 経験なし 0.077 0.022
経験あり 0.037 0.123
























7 弱い紐帯による人的資本蓄積の後押し効果  
 





OFF-JT への取り組みに若年者を促す傾向がみられた．  




がラグを伴い発現することは，OFF-JT の場合と同様である．  
賃金変化に対する能力開発の効果は，それに比べると微弱なものにとどま
る．男性の場合は，自己啓発も OFF-JT も賃金上昇に寄与しない．一方女性
については，OFF-JT 経験後 2 年経過したあたりから賃金上昇の効果が現れ
始める．また，自己啓発についてもその効果が徐々に現れる傾向がみられた． 
 














第 6 章，第 7 章でも，若年者の初期キャリアにおいて友人・知人関係が無
視できない影響力を持つことが示されたが，本章でもその結論に整合的な結
果が得られた．社会学の従来の議論では，家族・親族関係や「強い紐帯」の




























（DiPrete et  al .  1997）．若年女性のキャリア形成はより個人主義的になるた
め，能力開発経験の効果が現れやすくなるのかもしれない．  
 














（ 2008）など）．  
 また，本章の結果から政策提言を行うためには慎重な議論も必要である．
社会科学における因果効果の分析には， SUTVA の仮定に抵触する可能性が














補足  傾向スコアを用いた重みづけ後のバランシングのチェック  
 
 非正規雇用から正規雇用への移動に関する分析では，表 7.7 の推定結果か
ら得られる予測確率を傾向スコアとして用いる．また，賃金変化に関する分
析では，表 7.8 の結果から得られる予測確率を傾向スコアとして用いる．  
 ここで，求められた傾向スコアを用いて重み付けを行う際に，「強く無視
できる割り当て条件」が満たされているかを確認する必要がある．その結果
を示したものが，表 7.11 と表 7.12 である．  














表 7. 11 傾向スコアと共変量平均（ 2009 年時非正規雇用のみ）  
 
 




非経験群 経験群 非経験群 経験群 非経験群 経験群 非経験群 経験群
ウェイト調整前傾向スコア 0.150 0.476 0.222 0.482 0.175 0.306 0.184 0.347
ウェイト調整後
傾向スコア平均 0.220 0.264 0.299 0.309 0.195 0.188 0.217 0.217
仕事の相談相手・学生時代の友人知人 0.188 0.180 0.187 0.181 0.256 0.297 0.255 0.228
仕事の相談相手・仕事上の友人知人 0.368 0.312 0.339 0.273 0.476 0.467 0.476 0.466
仕事の相談相手・家族親族 0.504 0.460 0.515 0.445 0.755 0.688 0.754 0.724
専門・短大・高専ダミー 0.271 0.266 0.293 0.478 0.416 0.388 0.418 0.455
大学・大学院ダミー 0.428 0.488 0.409 0.397 0.196 0.188 0.203 0.211
2009年時職の勤続年数 3.280 2.675 3.288 2.934 3.402 3.135 3.376 3.366
2009年時職場での職能形成機会 4.565 4.421 4.511 4.506 4.472 4.290 4.469 4.298
2009年時失業可能性 2.026 1.707 2.105 2.398 1.758 1.712 1.756 1.666
2009年時年齢 31.950 32.635 32.248 30.877 35.462 34.848 35.448 35.310
2009年時専門・技術職 0.199 0.168 0.222 0.221 0.149 0.143 0.153 0.165
2009年時管理・事務職 0.115 0.155 0.099 0.252 0.371 0.374 0.370 0.428
2009年時29人以下 0.103 0.109 0.110 0.107 0.229 0.194 0.229 0.182
2009年時300人以上・官公庁 0.339 0.287 0.343 0.259 0.294 0.259 0.212 0.332
2009年時従業先規模不明 0.220 0.247 0.218 0.343 0.211 0.263 0.212 0.332
2009年時職能向上意識 3.229 3.049 3.227 3.330 3.096 3.205 3.096 3.125
2009年時単身世帯ダミー 0.103 0.108 0.107 0.079 0.050 0.040 0.050 0.045
2009年時月あたり労働時間 168.483 181.837 167.263 163.693 125.692 115.375 125.933 117.969
2009年時有配偶ダミー 0.257 0.239 0.274 0.207 0.589 0.644 0.588 0.617
男性（N=90） 女性（N=382）
OFF-JT 自己啓発 OFF-JT 自己啓発
非経験群 経験群 非経験群 経験群 非経験群 経験群 非経験群 経験群
調整前傾向スコア平均 0.275 0.428 0.281 0.434 0.229 0.434 0.233 0.488
調整後
傾向スコア平均 0.317 0.318 0.325 0.317 0.282 0.269 0.300 0.288
仕事の相談相手・学生時代の友人知人 0.234 0.224 0.227 0.211 0.296 0.257 0.290 0.247
仕事の相談相手・仕事上の友人知人 0.525 0.536 0.524 0.558 0.518 0.463 0.524 0.499
仕事の相談相手・家族親族 0.580 0.544 0.581 0.548 0.706 0.717 0.705 0.708
専門・短大・高専ダミー 0.214 0.243 0.218 0.219 0.453 0.510 0.453 0.499
大学・大学院ダミー 0.495 0.487 0.491 0.466 0.277 0.272 0.274 0.254
2009年時職の勤続年数 8.696 8.643 8.699 8.650 5.873 6.189 5.822 5.622
2009年時職場での職能形成機会 5.169 5.157 5.190 5.098 4.809 4.647 4.785 4.758
2009年時失業可能性 1.698 1.731 1.706 1.784 1.614 1.596 1.602 1.519
2009年時年齢 34.724 34.895 34.791 34.552 34.514 34.491 34.428 33.897
2009年時専門・技術職 0.257 0.257 0.256 0.246 0.257 0.254 0.251 0.262
2009年時管理・事務職 0.187 0.199 0.188 0.198 0.430 0.482 0.432 0.500
2009年時29人以下 0.217 0.213 0.214 0.178 0.259 0.250 0.260 0.190
2009年時300人以上・官公庁 0.441 0.408 0.444 0.471 0.326 0.337 0.323 0.303
2009年時従業先規模不明 0.036 0.065 0.033 0.030 0.114 0.178 0.114 0.259
2009年時職能向上意識 3.284 3.288 3.284 3.252 3.171 3.102 3.167 3.071
2009年時単身世帯ダミー 0.109 0.101 0.110 0.119 0.095 0.089 0.092 0.082
2009年時月あたり労働時間 207.491 206.732 208.510 208.613 159.478 151.780 159.775 149.721
2009年時有配偶ダミー 0.575 0.561 0.583 0.547 0.499 0.559 0.492 0.555
非正規雇用ダミー 0.099 0.125 0.094 0.094 0.437 0.505 0.437 0.504
自営ダミー 0.045 0.050 0.044 0.032 0.033 0.023 0.034 0.026
男性（N=718） 女性（N=608）















（ Portes  1998）．  




4)   ここでは，職業的地位の指標としてよりも，職務の性質を優先してカテ
ゴリ化を行った．  




6)   傾向スコア法の詳細については星野（ 2009），Guo and Fraser（ 2010），
DID 推定については川口（ 2008），Halaby（ 2004）などを参照されたい．  
7)   マッチングの方法やキャリパーの基準の取り方によって，推定されるト  
リートメント効果の結果は変わりうる．  







説明がなされている（大岡  2012;  渡邊  2012）．  
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終章  1990 年代以降の若年者のキャリア移動機会構造の新たな様相  
 
1 若年期キャリアの流動化とその構造  
 
1.1 若年期キャリアは流動化したか  
 
 ここまでの実証分析の結果から，序章での問題設定，そして第 1 部で立て
られた仮説に対してどのように答えられるのかを議論したい．ここでは，若
年期キャリアの構造がどのようなものであるかについて検討する．  



















労働市場の特徴の 1 つだといえる．  













1.3 若年労働市場の三層構造  
 



























































2 外部労働市場における弱い紐帯の強さ  
 
2.1 社会ネットワークは重要か  
 












































2.3 二種類の異なる地位・報酬配分メカニズム  
 
 以上の分析結果から，第 3 部のテーマである外部労働市場におけるメカニ
ズムについて，次の通り結論が導き出される．  
 
（ 1）  労働市場の流動化によって，若年者の転職機会に対する社会ネットワ
ークの影響力が強まった．  






の点については第 2 章 5.1 にて公表されたデータをもとに議論を行ったが，



































3 構造変動期の若年労働市場に立ち現れた「弱い紐帯の強さ」  
 
 ここまで，各章の結果をまとめつつ，第 2 部，第 3 部のサブテーマに対す
る答えについて議論してきた．この節では，以上の議論をもとに本研究の結
論をまとめたい．  



































図 8. 2 本研究の問いに対する結論  
 
表 8. 1 1990 年代以降の日本の若年労働市場構造  
 
 






























































































































































































































4 社会ネットワークに埋め込まれたセカンド・チャンス  
 













































































































ンでの相互行為（メッセージの交換）が face to faceの関係に発展することは，
論理的には十分に考えられるものである．対人関係形成に焦点を当てたビジ




の問題は，人間社会における根本的な問題の 1 つなのかもしれない．  
 




























































 そのような議論は，現実に起こっている．自民党が 2012 年 12 月に政権与
党に復帰後，経済成長を実現してゆくための戦略を議論するための有識者会
議として「産業競争力会議」が開かれている．そこでは，解雇規制の緩和も































6 本研究の理論的・実証的貢献と今後の課題  
 





迫る社会学的研究は，これまでも断続的にはなされていた（渡辺  1991;  佐






























ある（渡辺  1991; 石田  2009a）．経済体制の異なる 2 つの社会でいわゆる「強
い紐帯」がより重要であるという知見が得られたこと，アジア社会間での緩













































きる．図 8.3 は，一般化した形でこれらの関係を図式化したものである．  
 
 




















6.1.2 社会階層論  
 社会階層（社会階級）は，人々のライフコース上での様々な機会（ライフ
チャンス）の格差の基層をなす（Goldthorpe and McKnight  2006; Portes 2008）．
とりわけ日本社会の場合，初職開始段階，つまり労働市場に入る段階におけ
る学歴の効果は明確にみられる．この点は本研究の分析でも観察され，先行


















い る の か を 説 明 す る 枠 組 み に は 様 々 な も の が 存 在 す る ．「 重 要 な 他 者 」
（ Significant Others）の存在が職業アスピレーション（どの程度のランクの
職業に就きたいか）を介して職業的地位達成に影響するという社会心理学的
モデル（ Sewell  et  al .  1969），上昇移動の機会が空席の発生可能性に依存する

































3 章），そしてパネルデータを用いた分析（第 7 章）からは，教育社会学に
対する実証的知見，および今後の研究への展開という点で新たな視点をもた
らすことができている．  













てゆく意義があるだろう 11 ) ．  



















































































































 外国人移民の数（在留外国人数）は 1990 年代から単調増加傾向にある．





















彼らの社会ネットワークが economic engrave を形成し，職は保障されるが
そこからは抜け出せない構造を生み出すのか，あるいは様々な機会にアクセ
スできるブリッジとなるのかは，海外の先行研究でも検討されている点であ



































































研究（佐藤  1998; 石田  2009a）の結果とも符合する．  
 しかし，転職過程における有益な情報・機会を求職者にもたらす社会ネッ
トワークのあり方については，先行研究間で一致をみない．たとえば，1980
























































1)   企業内部で非正社員を正社員に登用する仕組み（内部登用）は確かに存
在するものの，非正規雇用から正規雇用への移動における多数派ではな
い（小杉  2012）．  









3)   この点は，資源としての社会ネットワークの性質の階層性という問題で








4)   社会ネットワークを基盤とした社会関係資本が，人的資本とは異なり市
場の公平性や効率性に寄与するとはいえないか，あるいはそれらにたい
して曖昧な意味合いしかもたないという問題については，すでに社会学
者によって議論されている（ Portes 1998;  筒井  2007）．  
5)   石田（ 2012）ではこの点に言及がなされている（石田  2012: p.  10）．反




いう仮定（ Stable  Uni t  Treatment  Value Assumption:  SUTVA）が置かれて
いる（Rubin 1986）．社会科学においてこの仮定を置くことが妥当であ
るか否かについては，慎重な議論が必要であるといえる（石田  2012: 11）． 






く，この点は石田（ 2011）でも十分に意識されている．  
7)   その一例として，株式会社リンクバルが企画・運営している「街コン」
と呼ばれるソーシャル・ビジネスが挙げられる．「街コン」は，飲食業
などと協力しながらいわゆる「合コン」を企画・運営しているプロジェ
クトである．詳細はウェブサイト（ ht tp: / /machicon. jp/）を参照のこと． 
8)   小泉純一郎内閣（ 2001 年 4 月‐ 2006 年 9 月）における規制緩和改革の
ブレーンとして参画した竹中平蔵氏は，雇用調整制度を雇用維持型から
労働移動型へとシフトさせることが必要であると主張している（平成
25 年 3 月 16 日，第 4 回会議における発言）．  
9)   社会生活の様々な側面において，家族が主要な単位として位置づけられ





11)  ミスマッチの結果の 1 つとして，未就職のまま学校を卒業する場合も
ある．本研究では直接分析できていないが，この点も含めた新卒就職の
「組織化」の過程を明らかにしてゆくことが教育社会学的，労働政策的
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